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第 1 章   はじめに － 問題意識と背景  
  
わが国で CSR（ Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）の制
度化が急速に進んだのは，2000 年代の後半以降である。谷本（ 2013）は，東洋
経済新報社の『 CSR 企業総覧』（ 2006-2013 年度版）をもとに，CSR に関連する
企業の対応についていくつかの指標の推移を年度別に比較している。その結果，
2005 年から 2006 年にかけて「 CSR 部署の設置」が 25.6%から 60.2%に増加した
のをはじめ，「 CSR 担当役員の設置」が 35.2%から 56.9%に，「 CSR 方針の文書化」
も 24.3%から 36.2%に急増したことを示し，「 CSR はひとつのパラダイムとして，
企業社会のなかで共有されるようになってきている」（谷本 2013．159 頁）と指
摘している。 
また日本経済団体連合会の企業行動委員会が 2009 年 9 月に発表した『 CSR（企
業の社会的責任）に関するアンケート調査結果』 1においても，「 CSR 基本方針
の明文化」「担当役員の任命」「社内横断的推進組織の設置」「 CSR 専門部署の設
置」「関連部門に CSR 担当者や兼務者を任命」の５つの体制・制度導入年度の調
査結果をもとにして，「 CSR を推進するための体制・制度は，『CSR 元年』と位置
付けられている 2003 年以降導入が進んでおり， 2005 年前後が導入のピークと
なっている。 2007 年以降は『体制・制度の導入』から，『取り組み内容の充実
化』に CSR 活動の重点がシフトしていると思われる」（日本経済団体連合会，2009，
12 頁）と記している。 
これらが述べるように，日本企業における CSR は導入拡大のピークを越して
きたといえる。しかしそうした間にも，ますます進むグローバル化や長引く経
済状況の低迷，あるいは 2011 年 3 月に発生した東日本大震災を経験したことに
よる企業や社会の意識の変化などから産業構造や雇用情勢は大きく様変わりし，
結果的に企業と社会との関係も日々変化し続けている。 
国内においては政府や経済団体が CSR に取り組む重要性を繰り返し訴えて，
普及促進を図るためのさまざまな指針やガイドライン，行動憲章等が示されて
                                                 
1 http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2009/075/  
本調査の結果については，第 2 章 4 節において詳細に議論する。  
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きた。一方，実務家や研究者の間では， CSR 活動の推進や実効性向上のための
さまざまな議論が重ねられており，企業と社会との関わり合いを中心的なテー
マに，産学を中心とするマルチステイクホルダーの協働参画を旨とする学会 2が
組織される例も見られるようになってきた。 
また目を海外に転じれば，組織の社会的責任に関する初の国際規格である
ISO26000 が 2011 年に制定された。この規格は認証を目的としないガイダンス
規格でありながらわが国においても大きな関心を集めており，65%を超える企業
が「 CSR 方針や CSR 活動目標・重要評価指標（ KPI）の見直しに利用」したいと
答えたとするアンケート結果 3も公表されている。CSR は日本企業にとって，ま
すます大きなテーマとなりつつあるのである。  
こうしたことを踏まえるならば，日本の CSR は新たな課題に直面していると
考えられる。それは，前述の日本経団連（ 2009）において「取り組み内容の充
実化」と表現された内容であり，より具体的には谷本（ 2013）が指摘する「CSR
をどのように企業経営に取り込み競争力につなげていくか，また今後どのよう
に社会の持続可能な発展に貢献していくか」 (159 頁）であると解される。  
CSRへの取り組み強化を国際的に推進してきた主体の一つが，欧州連合（ EU）
である。EUは 2002年７月 17日にCSRに関するホワイトペーパーを発表し，その中
で CSRについての定義を「企業が社会及び環境についての問題意識を自主的に自
社の経営，及びステイクホルダーとの関係構築のなかに組み入れること」（ EU，
2002）と定義している。 EUはこうした方針に基づいて，経済政策の大きな柱の
一つと位置付けて推進していたリスボン戦略 4の目標達成のための重要な要素
として CSRを捉えてきたのである。2006年には「 CSRに対する欧州アライアンス
（  European Alliance for CSR）」と呼ばれるビジネス主導のイニシアチブを
                                                 
2 一例としては，2011 年 5 月に設立された学会「企業と社会フォーラム」があ
る。同学会は「企業と社会の関係をめぐる諸問題について，国内外の学界，
産業界，行政，労働界，消費者団体， NPO/NGO などとの幅広い連携を形成し，
グローバルな動向を注視しながら，理論と現場と政策をつなぐ場をつくり，
学際的に議論・研究すること」を目的としている。http://j-fbs.jp/を参照。  
3 http://www.csr-communicate.com/report/iso26000/summary 
4 2000 年から 2010 年にかけて EU によって推進された「持続的な経済成長が可
能で，より多くのよりよい雇用と一層の社会的結束力を備えた，世界で最も
競争力と活力のある知識基盤型経済圏」の実現を目指す戦略である。  
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サポートする政策を発表するなど，強力に CSRを推し進めてきたのである。  
こうした活動の結果，ヨーロッパでは CSRに関連するさまざまな領域の発展
を見ることとなった。欧州委員会 5がまとめた『 CSRについての欧州連合新戦略
2011－ 2014』（ EU，2011）によると，CSRに対する欧州アライアンスに対しては
約 180の大手企業が支持を表明し，加盟各国の従業員組合も CSR推進のための行
動を起こした。また国連グローバル・コンパクトの CSR10原則に署名した企業の
数が 2006年の 600社から 2011年には 1,900社に増えたことや，環境管理・環境監
査スキームに登録した組織 6の数が2006年の 3,300団体から 2011年には 4,600団
体にまで増加するなどの成果も出てきたとされている。 
しかし，その一方で課題も残っている。 EU（ 2011）は「多くの欧州連合の企
業は，社会的問題と環境的問題を自社の企業活動と主要戦略に十分に統合する
に至っていない。人権侵害，主要な労働基準が遵守されていないということで
（中略）欧州の企業が告発される事例はいまだに後を絶たない」（EU,2011，p.5）
と述べ，これほどに CSR を強力に推進していながらも，依然として社会におけ
る問題を企業活動の戦略として落とし込めていない事例が見られる点を指摘し
ているのである。 
こうしたことから，欧州委員会は CSR 政策の影響をさらに強化するためのい
くつかの対策を掲げた。その一つが「企業が何を期待されているのかをより明
確にし，新たに策定され，更新された国際原則やガイドラインと一致した欧州
の CSR の定義を策定する必要性」（ EU,2011，p.5）の認識に基づく新しい定義の
制定である。新たに EU によって提案された CSR についての定義は「企業の社会
への影響に対する責任（ The responsibility of enterprises for their impacts 
on society）」（EU,2011，p.6）である。さらに「企業の社会的責任を果たすため
に，企業はステイクホルダーとの密接な協働により，社会，環境，倫理，人権，
そして消費者の懸念を企業活動と経営戦略の中核に統合する工程を構築すべき
である」と述べている。すなわち環境や人権，消費者に関連する問題といった
                                                 
5  欧州委員会は「条約の特定の条項を施行するための規則の発令」や「 EU の
活動に割り当てられた予算の歳出を管理する」ことを任務とする EU の行政
執行機関である。http://www.euinjapan.jp/union/institution/commission/  
6 これらの組織のうちの約 8 割が企業とされている（ EU， 2011， p.4）。  
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社会課題への対応を経営の根本として位置づけて，その解決に寄与すべく事業
を通じて活動していくことの重要性を改めて強く訴えているのである。  
こうした近年の動向を見ていると，2005 年に当時サステナビリティ社の代表
だった J・エルキントンが世に投げかけた「 CSR で最も重要な問題は，何が重要
な問題であるかをどのようにして決めるかだ」7の問いを思い起こさずにはいら
れない。なぜならば，この問に対する答えが今もまだ出ていないことを痛感す
るからである。 
では，企業は多くの社会課題についてどう認識・分析・評価して，どう取り
組んでいるのであろうか。わが国においては，多くの企業で CSR 上の重要課題
（マテリアリティ）を意識した動きがみられる。その一つが CSR 情報の開示に
おける，重要課題とそうでない課題との優先順位付けである。 CSR 報告が印刷
物に依存していた時代を経て，多くの企業が WEB による開示との併存を試行す
るように変化しつつある。その場合に，冊子においては重要なテーマについて
の報告を重点的に行い， WEB ではその他の項目に関しても網羅的に開示するス
タイルをとる企業が出てきている。しかしながら，その決定プロセスについて
は GRI（ Global Reporting Initiative）の『サスティナビリティレポーティン
グガイドライン』G3 などに提示された「組織にとっての重要性」と「ステイク
ホルダーにとっての重要性」の二軸からの判断を援用したものが見られる程度
である。また，これはあくまでも「報告書内容の確定に関する報告原則」8と定
義されているものであり，レポーティングにおける開示事項決定の際の重要度
の指標であって，必ずしも活動全般について示しているのではないことにも注
意しなければならない。 
前述のように，EU では人権侵害や労働基準に関する企業の対応が問題視され
ているようだが，わが国においても本論文を執筆している間に，三大メガバン
クの一角をなす大手都市銀行グループにおいて，反社会的勢力に対して社内規
定に違反する不正融資が行われていたことが発覚したり，地域の基幹交通シス
                                                 
7 『週刊東洋経済』 2006 年 1 月 28 日号， 115 頁など。  
8  “ Reporting Principles for Defining Content ”（GRI,2007， p.8）とさ
れている。  
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テムの中核を担うべきＪＲグループの旅客鉄道会社において保線データの改ざ
んや車両点検・整備の不備が明るみに出るなどの不祥事が発生している。  
また，大手ホテルチェーンに端を発し，他のホテルや老舗の百貨店にまで飛
び火した食材の偽装事案がマスコミをにぎわすなど， CSR を論ずる以前ともい
うべき不祥事が相変わらず後を絶たない。こうした出来事を見聞きするにつけ，
企業が社会課題に対してどう向き合おうと考えているのか，またそれを実現す
るための仕組みが適切に機能しているのかについての検証が必要なのはわが国
も同様であると考えるのは，筆者だけではないであろう。 
さらに述べるならば，そもそも企業は，なぜ自分たちが CSR に取り組む必要
があると考えているのであろうか。CSR の実効性を担保するうえで，CSR 活動に
取り組むことの意義をどの程度高く認識しているのかが影響してはいないだろ
うか。多くの企業の CSR 報告書では，冒頭にトップのコミットメントが掲載さ
れている。そこには自社の事業の社会的特徴や社会との関連などについて触れ
たうえで，事業に関連するさまざまな社会課題への取り組みを重要視している
ことについてトップの言葉として述べられている 9。しかし，現実には前述した
ように枚挙にいとまのないほどの不祥事案が起きているのである。  
以上のようなことから，わが国の企業において CSR 活動のテーマの際に社会
課題への適応マネジメントがどのように行われているのかという疑問が生じて
くる。 CSR が「企業の社会的責任」であるならば，それを果たすための活動テ
ーマや活動内容は，どのようなプロセスを経て決定されているのかという問題
である。またこうした社会課題への適応マネジメントを推進する要因は何なの
か，さらに社会課題適応マネジメントを実践することが，企業の社会課題への
                                                 
9 一例として，トヨタ自動車の「Sustainability Report 2013」の「社長メッセ
ージ」では，豊田章男社長のコミットメントとして以下の文章が掲載されて
いる。「『トヨタの原点』とは，『クルマづくりを通じて社会に貢献する』と
いう創業の理念そのものであり，私流に言えば『もっといいクルマをつくろ
うよ』という一言につきます。（中略）『笑顔のために  期待を超えて』。今年
度もグローバル 33 万人が『心』をあわせ，『もっといいクルマづくり』を進
め，地域社会に貢献できる企業を目指してまいります。そして，地域に暮ら
すたくさんの人々と一緒になって社会課題を考え，地球の持続的な成長に向
け，トヨタにできること，トヨタに期待されていることを少しでも多く実現
できるよう努力してまいります」（ 4 頁）。  
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適応度に対してどのように関連しているのかについても明らかになってはいな
い。本研究は，これらの点について解明することを目的としている。 
具体的なリサーチクエスチョンは「日本企業が CSR 活動の一環として行って
いる活動は，具体的な社会課題群に適応しているのか」，「社会課題への適応マ
ネジメントの実践を推進させる要因は何か」，そして「社会課題適応マネジメン
トを実践することによって，CSR の社会課題への適応度合いは向上するのか」
である。また「社会課題への適応マネジメント」と「 CSR に取り組むことの意
義の認識」との関連についても分析を行う。 
研究の方法は，以下の通りである。まず日本の主要企業の CSR 報告の内容に
基づき，各企業がどのような活動を進めているのかを明らかにする。この研究
によって， CSR 活動として取り組まれているテーマと業種との関係を明らかに
する。ここでは ISO26000 に掲げられた中核主題と課題への適応状況を調査する。
企業の業種によって取り組む課題に異同があるのかないのかを知ることによっ
て，社会課題への適応マネジメントが一様に横並び式に行われているのか否か
を探ることが目的である。次に質問票調査によって得られたデータに基づいて，
企業が社会課題に対してどう適応し，それをどのように CSR 活動に生かしてい
るのかを統計的手法によって分析する。具体的には企業の社会課題適応マネジ
メントの実践を推進させる要因は何か，そしてそこでは CSR に対する意義認識
の高さがどう影響しているのか，また社会課題適応マネジメントの実践が社会
課題への適応度合いに及ぼす影響についても，東洋経済新報社の CSR ランキン
グの結果を代替指標として分析を行う。  
本研究で明らかになった主要なポイントは，以下の通りである。 
まず「日本企業が CSR 活動の一環として行っている活動は，具体的な社会課
題群に適応しているのか」に対しては， CSR としての取り組みテーマに業種に
よる相違があることから業種特性に応じて一応の社会課題への適応が見られる
が，課題の内容によって適応の程度にはばらつきがあることが示された。「社会
課題への適応マネジメントの実践を推進させる要因は何か」については，いく
つかの要因が特定されたが，とくに「 CSR に取り組むことの意義の認識」によ
って実効性に差が出ることが分かった。また「社会課題適応マネジメントを実
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践することによって， CSR の社会課題への適応度合いは向上するのか」につい
ては，社会課題に対する適応のマネジメントを行うことによって CSR に関する
第三者評価に対して正の影響が見られることから，社会課題への適応度合いは
向上することが明らかになった。そしてその効果も，CSR を推進することに対
する意義認識によって影響される可能性が示された。 
本論文の構成は，以下の通りである。まず第 2 章では， CSR と社会課題への
適応のマネジメントについて，先行研究を確認しながら理論的背景を明らかに
していく。ここではそもそも CSR とは何か，なぜ取り組まねばならないのかと
いう視点から論を起こし，現実の社会課題に対して具体的にどのような手法で
対応していくかについても整理しつつ議論をまとめていく。さらに CSR に取り
組む動機としての意義認識の作用についても理論面からの検討を行う。 
次に第 3 章では，企業が実際に取り組んでいる CSR 活動の内容を把握するた
めに CSR 報告書に基づいて行った調査の結果から，日本企業の CSR 活動テーマ
の現状について論じる。ここでは業種によって取り組むテーマ，換言すればア
プローチしようとする社会課題に違いがあるのか否かについても明らかにして
ゆく。 
第 4 章では， CSR に対する意義の認識が社会課題への対応マネジメントの実
施状況にどう関連しているかについて，質問票調査の結果をもとに統計的な分
析を進めるとともに，社会課題への対応マネジメントの実践が CSR の社会課題
への適応に及ぼす影響についても明らかにしていく。 
最後に第 5 章で全体のまとめとなる考察を行い，社会課題に対応する CSR マ
ネジメントの有用性について議論し， CSR 活動の実効性向上に向けた手掛かり
を探ることとする。 
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第 2 章 CSR マネジメントについての理論的背景 
  
 本章では， CSR マネジメントに関する主要な議論をレビューする。目的は，
従前の研究において CSR の発展がどのようにとらえられてきたか，またその中
で社会課題への適応マネジメントがどのように議論されてきたかについて明ら
かにすることによって，社会課題への適応マネジメントの理論的な背景と CSR
の意義認識との関連についての問題点を提起することである。  
ここでは，CSR の文脈を企業に対する利害関係者との関連からとらえる「ステ
イクホルダー理論」，社会課題を企業活動との関係性から分類して戦略的に対応
することの重要性を指摘した「共通価値創造理論」，そして社会課題に対する対
応を PDCA のマネジメントサイクルとして系統立てた「イシュー･マネジメント
論」について見ていくとともに，イシュー･マネジメントに対する日本企業の意
識を概観したうえで，イシュー・マネジメントとの関連から CSR に対する意義
認識をどうとらえるかについて関連領域の研究をもとに議論する。  
 
1 節 ステイクホルダー理論  
 
「ステイクホルダー（ Stakeholder）」という言葉が，企業に対する利害関係
者という意味で使われるようになったのは，1963 年のスタンフォード研究所で
の経営戦略論の議論に端を発するといわれている（谷本 2004， 35 頁）。この議
論の中心的存在であった Freeman は「（ステイクホルダーという言葉は）その支
持なくしては組織が存在を停止するような集団として定義された。そのリスト
に当初含まれていたのは，株主，従業員，顧客，取引先，金融機関，そして社
会であった」（ Freeman1984， p.31）と述べている。 
当時の理解は「企業は誰のために存在しているのか？」という問いかけの古
典的回答，すなわち「企業は株主のために存在しているのである」に対して，
より幅広い利害関係者の支持が得られるように行動することが企業には求めら
れるといった趣旨であったとされる（谷本 2004，38 頁）。しかし「 60 年代から
70 年代にかけて発生した公民権，ベトナム反戦，消費者保護，環境保護，女性
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の権利などに関連する社会運動が，社会における企業の役割について再考を促
す触媒として働いたこと」（ Freeman1984， p.38）により，ステイクホルダーの
概念は大きく変化した。「ある組織におけるステイクホルダーとは，その組織の
使命・目標の達成に影響を及ぼすことができるか，もしくはそこから影響を受
ける集団や個人である」（ Freeman1984， p.46）がそれである。単に企業を“支
持する”だけの比較的無力な存在とされていた従来の定義と異なり，企業（組
織）とステイクホルダーが相互に影響を及ぼし合う点を強調するこの新しい定
義は，現在の CSR の議論においてステイクホルダーについて考えるうえでも中
核概念となっている。 
では日本における企業とステイクホルダーとの関係性は，どのように推移し
てきたのであろうか。 Freeman らの議論を踏まえつつ，谷本（ 2004）をもとに
概観してみたい。かつて，1970 年代に企業の社会的責任論について盛んに議論
されたことがある。高度経済成長期を迎えて事業拡大に向けて旺盛な企業活動
を行っていた当時にあって，一部の企業は公害や石油危機の際の買い占めなど
により社会から指弾されていた。一方で主に大手企業の間には，企業集団や企
業系列による新たな関係が生まれ，株式会社の持ち合いや，企業間融資，相互
取引などが一般化した。そこでは系列の都市銀行がメインバンクとして機能し，
発言力を高めていく。つまり企業にとっては，こうした相手がすべて重要なス
テイクホルダーということになる。 
また従業員との関係に目を転じると，終身雇用，年功序列，企業別組合とい
ったいわゆる日本的な雇用システムのもと，従業員は自身が所属する企業に深
い帰属意識と忠誠心を抱く。新卒の従業員を採用して自社で教育し，たたき上
げの従業員から次の経営トップが生まれる。企業と従業員は一体となり，企業
名を冠として「○○一家」などとも称されるほどの深い関係が築かれるなかで，
従業員もまた企業にとっての最重要ステイクホルダーの一人となる。かつての
日本企業にとってのステイクホルダーは，これら“身内”ともいうべき存在で
占められて，当事者間の相互利益重視を旨とする不透明な経営が続いたのであ
る。 
しかしこうした状況は，1990 年代に入り一変する。グローバル化やさまざま
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な分野での規制緩和，自由化を背景に，市場経済への圧力が高まるのである。
企業系列に代表される排他的取引は市場の要請に応えられないばかりか，ビジ
ネスの効率性や経済性の面からも見直しを余儀なくされる。直接金融で容易に
資金調達ができるようになると，株の持ち合いも次第に解消されるようになる。 
雇用環境も様変わりをする。成果主義・能力主義が導入される中で終身雇用
や年功序列は次第に影をひそめる。企業内には正規従業員に比べてロイヤルテ
ィの低い非正規雇用労働者が増える。アウトソーシングが一般化され，企業内
情報のコントロールも困難になってくる。  
また，法整備や個人の意識の変化を背景に， NPO や NGO といった新たなステ
イクホルダーも登場してきた。彼らのなかには環境保全や人権，労働といった
特定の分野にとどまらず， CSR 経営全般について企業との協働（コラボレーシ
ョン）を図るところも出てきている。こうした社会の動向は日本での CSR に関
する議論が盛んになってきた要因の一つでもあると解されるが，いずれにして
も現在の日本企業におけるステイクホルダーとの関係も，Freeman（ 1984）が指
摘したように相互に影響を及ぼし合う重要な関係であるという点において変わ
りはない。それゆえに，ステイクホルダーとの関係構築は，社会との関係をマ
ネジメントするうえでの最重要テーマの一つといっても過言ではない。単に良
好な関係を保つのみならず，優先順位を踏まえながら，対話を通じて望ましい
パートナーシップを構築していくことが必須である。  
 
2 節 共通価値創造（ CSV）理論  
 
いわゆる「ポーター仮説」として広く知られている「環境改善に対して積極
的に投資することは，イノベーションを促して資源生産性の改善に寄与し，ひ
いては新たな競争力の源泉となる」ことを指摘した Porter & van der Linde
（ 1995）は，賛否こもごもの議論を巻き起こす大きな契機 10となった。その後
                                                 
10國部・岩田（ 2010）は，ポーター仮説について「特定の条件下において」支
持されうる仮説であるとしたうえで「現実の問題と，この条件の乖離をどの
ように縮小できるかについて研究が行われることが重要である」と指摘して
いる。  
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も Porter は環境問題に代表される社会課題と企業との関係について，さまざま
な提言を行っている。なかでも CSR そのものをコストや制約要因とするのでは
なく，事業戦略と同軸において考えることの意義を訴えた Porter & Kramer
（ 2006）は大きな反響を呼び，2006 年度のマッキンゼー賞が授与された。この
論文で Porter & Kramer は，企業と社会の関係を対立関係と考える見方を批判
したうえで，両者が相互に依存しあう関係にあることを指摘している。とくに
本研究との関連で注目したい点は，あまた存在する社会課題をその重要度やビ
ジネスとの関係性によって分類して対応すべきであると述べていることである。 
Porter & Kramer（ 2006）では「企業と社会が相互依存関係にある以上，事業
判断も社会政策も，共通の価値に従うべきなのだ。すなわち，企業のどのよう
な意思決定も，企業と社会の双方が利するものでなくてはならない」（ p.84）と
述べている。これを実現することを「戦略的 CSR（ Strategic CSR）」と定義し，
「いかなる企業であれ，すべての社会問題を解決したり，そのコストをすべて
引き受けたりはできない。それゆえ，自社事業との関連性が高い社会問題だけ
を選択せざるをえない」（ p.84）としている。 
ここで Porter & Kramer （ 2006）が提唱するのは，①一般的な社会問題，②
バリューチェーンの社会的影響，③競争環境の社会的側面，の 3 種類に社会課
題を分類し，さらに影響の大小に応じて優先順位をつけることである。「①一般
的な社会問題」とは「社会的には重要でも，事業活動から大きな影響を受ける
ことはなく，企業の長期的な競争力に影響を及ぼすこともない社会問題」であ
る。「②バリューチェーンの社会的影響」とは「通常の企業活動によって少なか
らず影響を及ぼす社会問題」を指す。また「③競争環境の社会的側面」とは「外
部環境要因のうち，事業展開する国での競争力に大きな影響を及ぼす社会問題」
を意味しており，①から③の順で企業にとっての重要性が高まっていく。  
こうして分類された結果は業種や業態，あるいは事業展開している地域など
によって異なるが，重要なことはこうしたスクリーニングによって，自社が対
応すべき社会課題をしっかりと見極めることであり，そのうえで企業は具体的
な CSR 活動を計画することになる。ここで「 CSR 活動」は，「自社のケイパビリ
ティをテコに，競争環境の重要部分を改善する」及び「バリューチェーンの活
13 
 
動を社会と戦略の両方に役立つものに変える」と定義される「戦略的 CSR」と，
「善良な企業市民として行動し，ステイクホルダーの社会的関心に対応する」
及び「事業活動による悪影響を緩和」すると定義される「受動的 CSR（ Responsive 
CSR）」（ p.84）に大別される。Porter & Kramer は「受動的 CSR」から一歩踏み
出して，社会と企業にユニークかつインパクトの大きなメリットをもたらす「戦
略的 CSR」に集中することが「共通の価値実現のチャンス（ opportunities for 
shared value）」（ p.88）につながるとしている。 
 
図表２－１ 社会問題の分類と，対応する２つの CSR 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所  Porter & Kramer 2006， p.89 をもとに筆者一部修正） 
 
図表２－１のように Porter & Kramer（ 2006）は CSV の実現に向けたフレー
ムを示し，その実現を促している。ここで重要なポイントは，多種多様な社会
課題のなかから，自社に関連の深い課題を見分け，①一般的な社会問題，②バ
リューチェーンの社会的影響，③競争環境の社会的側面の 3 つに分類し，優先
順位を明らかにすることである。またそれらに対して「受動的 CSR」であれ「戦
略的 CSR」であれ適切な活動計画を立案・決定し，着実に推進してその結果を
評価して次の活動のサイクルにつないでゆくことであると解される。しかし，
こうした点に関する具体的な示唆は見られない。 
Porter & Kramer はさらに Porter & Kramer（ 2011）において共通価値創造
（ Creating Shared Value＝ CSV）が企業成長の新しい原動力となりうるという
一般的な社会問題   
社会的には重要でも，事業
活動から大きな影響を受け
ることはなく，企業の長期
的な競争力に影響を及ぼす
こともない社会問題  
バリューチェーンの  
社会的影響  
通常の企業活動によって少
なからず影響を及ぼす社会
問題  
競争環境の  
社会的側面  
外部環境要因のうち，事業
展開する国での競争力に大
きな影響を及ぼす社会問題  
善良な企業市民活動  
事業活動による悪影響
を緩和  
事 業 活 動 を 社 会 と 戦 略
の 両 方 に 役 立 つ も の に
変え る  
自 社 の ケ イ パ ビ リ テ
ィをテコに，競争環境
の 重 要 部 分 を 改 善 す
る  
受動的ＣＳＲ  
戦略的ＣＳＲ  
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考え方を主張している。2006 年の論文との大きな差異のひとつとして，この論
文では CSV を実現する具体的な方法として「製品と市場を見直す」「バリューチ
ェーンの生産性を再定義する」「企業が拠点を置く地域を支援する産業クラスタ
ーをつくる」の 3 つを掲げ，いくつかの事例をもとにその成長戦略としての重
要性を示唆している点があげられる。さらに，これらの 3 つの手法は互いに関
連しあっており，ある一つを強化することは他にも好ましい影響を与えること
や，実際に運用していくうえでは 3 分野に関する事業部門別の評価指標の策定
が必要であることなどが提唱されている。 
しかしながら， Porter & Kramer（ 2011）においても，やはり社会課題に適応
した CSR を推進するうえでの具体的なマネジメントの手法やスキームを示すに
は至っていない。 
 
3 節 イシュー・マネジメント論   
 
世の企業が対応すべき社会課題について，課題そのものの社会的認識が時間
の経過や状況の変化とともに変化することを指摘し，よって企業の対応も時機
に適合したものでなければならないとするイシュー・ライフサイクル論が，
Ackerman & Bauer（ 1976）によってアメリカで示された。 
彼らの議論の特徴は，社会的応答性という新たな概念を提示した点にある。
社会的責任を企業が果たすためには，政策などを決定した後に行動を実行に移
す必要がある。よって徒に倫理的な価値判断に依ることを回避し，迅速にかつ
適切に課題への対応が行えることが重要だとするのである。一般に多くの社会
課題は，最初は小さな問題としてあまり認知されていない。それが次第に大き
くなり社会的に認識されるようになると，企業は否が応でもそうした課題に対
応せざるを得なくなり，やがてそれが企業活動の標準となる。これが「社会課
題のライフサイクル」と彼らが呼ぶものである。  
しかしライフサイクル初期の社会課題に対応するには，相応のリスクも伴う。
Ackerman & Bauer（ 1976）によると，それは当該の社会課題がやがて大きな課
題に成長するか否かが不確実であること，及び多くの場合そうした課題に対応
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する適切な手段が，未知であることに起因する。だからこそ，新たな社会課題
に企業が適応するか否かの決定には，その社会的課題が企業に与えるインパク
トに応じて見極める PDCA サイクル等による仕組みが欠かせないという彼らは
主張する。 
Ackerman & Bauer（ 1976）らの議論に呼応するかのように，企業が社会的課
題に対応する際のマネジメントサイクルを企業内部に確立すべきであるとする
イシュー・マネジメント論が掲げられている。以下に，そのうちのいくつかの
議論を確認する。 
 
1) Johnson によるイシュー・マネジメント論  
 
Johnson（ 1983）は，「探索・監視」「識別，優先順位判定」「分析」「戦略決定」
「実践」「評価」の 6 段階からなるイシュー・マネジメントの考え方を提唱して
いる。その考え方のフローを，図表２－２に示す 
 
図表２－２ Johnson のイシュー・マネジメントの６ステップ  
 
 
 
（出所 Johnson（ 1983） p.23 をもとに筆者一部修正） 
 
最初のステップ「探索・監視」は，社会課題のなかから自社に影響を及ぼす
可能性のあるものを探りだすための調査を行うことを示している。主な対象と
して，公衆，マスメディア，オピニオンリーダー，行政などが想定されている。
こうして得られた社会課題についての情報のなかから，自社として取り組むべ
き課題を抽出し，それらの間の優先順位を決定するのが，次の「識別 /優先順位
判定」のステップである。ここではおもにミドルマネジメントからなるメンバ
ーによって，課題の比較・検討を行う。重要なのは「課題の類型（例：技術的
課題）」「社会問題化する可能性」「社会問題化する時期」「自社に対する影響度」
探索  
／  
監視  
識別／  
優先順位判
定  
分析  戦略決定  実践  評価  
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「キーとなる団体（関係団体，メディア，政治家，官僚）の動き」などである
が，一般には「可能性－影響度マトリックス」によって各課題を，「社会問題化
する可能性」と「自社に対する影響度」の観点から，それぞれを「高中低」の
3 段階にレベル分けして位置づけるツールで，これらによって優先順位が付け
られる。こうして 3 ステップ目の「分析」においてさらに詳細な調査・検討を
必要とするものを選択するのである。Johnson（ 1983）は，分析とトップマネジ
メントへの戦略提案のために，特別なタスクフォースを設ける企業が多いこと
を紹介している。 
6 つのステップのなかで最も重要とされるのが，トップマネジメントが担う
べき 4 ステップ目の「戦略決定」である。タスクフォースやスタッフからの提
言により，彼らは特定の社会課題に対する企業としての戦略を立案しなくては
ならない。ときには追加的な情報を求めたり，差し戻し再検討を命じたりする
が，このステップでの意思決定が，社会課題への対応を決めることになるので
ある。 
トップマネジメントが特定の社会課題への戦略を決定すれば，企業の全部署
が自らの事業プランやコミュニケーション戦略にどう落とし込むかを決定し，
積極的に実行する。こうしてイシュー・マネジメントは，事業プランや意思決
定プロセスに効果的に統合されるのである。これが，次の「実践」のステップ
である。 
そして最後の段階が「評価」である。評価の意義について Johnson（ 1983）
は「将来起こるかもしれない課題への対応を効果的に行うには，過去の事案へ
の政策と対応を測定しておくことが大きな助けとなる」ことを強調しているが，
ここからこれら 6 段階のステップが一過性のものではなく，いわば一つの PDCA
サイクルのように循環していくことを意識していると解することができよう。  
 
2)  Laurence & Weber によるイシュー・マネジメント論  
 
Post et al.（ 2002）は，ステイクホルダー理論をもとに「組織はもはや，自
分の生活が企業活動と密接な関わりを持つステイクホルダーを無視することは
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できない」（ p.35）とし，それゆえに多くの企業において重要なステイクホルダ
ーとの関わり合いに対する，より戦略的で長期的に有効な対応手段が開発され
てきたことを指摘している。 
企業は「政治的勢力」「経済的勢力」「社会的勢力」「技術的勢力」の４つのセ
グメントからなるマクロ環境下で，事業活動を行っている。「政治的勢力」とは，
政治的関係，政治的過程，政治的変化に関連するもので国家政策や国家間の外
交的関係に起因する。「経済的勢力」とは，利率や失業率，輸出入収支の動きに
よってもたらされる。「社会的勢力」とは人口構成比や社会的価値観，生活様式
などの変化によるものであり，「技術的勢力」とは新しい製品やプロセスの開発，
イノベーション，科学的発見などが大きな要因となる。これら４つは互いに関
連しあい，影響を及ぼし合う。企業はこうした要因が経営に影響を及ぼす前に，
その動向を理解し，対応することが望まれる。 Post et al.（ 2002）の共著者で
もある Laurence & Weber（ 2011）は，それに必要なのが「課題事項の分析」と
「ステイクホルダー分析」であるとして，「課題事項のマネジメント（イシュー・
マネジメント）」は「構造化されたシステマティックなプロセスであり，そのプ
ロセスを通じて，企業は企業活動にとって最も重要な問題の一つである，公共
的な課題事項に対応する。（中略）課題事項が発生するにつれて，それを監視す
るマネジメント・システムや，組織優位性に対するネガティブな影響を最小化
し，ポジティブな影響を最大化する活動に担当者を取り組ませるようなマネジ
メント・システムを構築することは可能である」（ p.49）と述べ「企業が課題事
項への対応に取り組む時期が早ければ早いほど，当該組織やその他の人たちに
受け入れられる結果を導きやすくなる。いわゆる課題事項のマネジメント法や
プロセスは，こうした目的を達成するために用いられる基本的なツールである」
と，その意義を明らかにしている。イシュー・マネジメントのプロセスを，次
頁の図表２ -３に示す。 
図表２－３から分かるように，イシュー・マネジメントは「課題事項の認識」
「課題事項の分析」「政策オプションの策定」「プログラムの設計」「結果の検証・
評価」の５段階を順繰りに回していくマネジメントサイクルである。  
第一段階の「課題事項の認識」は「社会に関連するさまざまな問題を認識」
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することを目的に，「新聞，その他メディア，専門家の見解，コミュニティの関
心を積極的に詳しく調べること」であり，社会の様々な場面で発生する数多く
の問題を効果的に探索するために，努力を集中させることが重要としている。 
 
図表２－３ Laurence & Weber のイシュー・マネジメントプロセス  
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所  Laurence & Weber（ 2011） p.37 をもとに筆者一部修正） 
 
次の「課題事項の分析」は，「課題事項の認識」によって集められた課題のなか
から，自社にとって重要な課題を見つけ出すことを意味しているが，そこにお
ける視点は，①自社の企業活動に対するインパクトの大きさと，②公共的課題
事項のライフサイクルのさらなる段階に発展する可能性はどの程度大きいか，
の 2 点であると指摘 11している。こうして多くの課題の中から自社に関連づけ
られる課題が決定され，それらの間の優先順位が付与されるのである。  
これらの社会課題に対して，企業が「何をすべきか」を考えるのが，続く「政
策オプションの策定」のプロセスである。ここでは「倫理的考慮，企業の評判
と評価，計量不可能なさまざまな要素」を盛り込んだ複雑な判断によって，自
社が取りうるさまざまな選択肢を創出する。次の段階が「プログラムの設計」
であるが，多くの場合「政策オプションの策定」と「プログラムの設計」は，
不可分なものとして検討される。すなわち，社会的な課題に対して，どのよう
                                                 
11 この指摘は，Johnson（1983）の「優先順位の判定」における「可能性－影
響度マトリックス」に対応していることに注意したい。  
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なプランをどのように進めていくかをひとつの活動計画（たとえば CSR の年間
計画や目標）として策定するのである。 
これらの政策オプションをもとに企業は適切なプログラムを設計し，実行す
ることになる。プログラムに則った活動を実施した後には，その結果を検証・
評価し，必要に応じて調整（見直し）を行なう。企業によってはこの結果がト
ップマネジメントレビューとして経営トップに報告され，次の活動に向けた方
針策定などに反映される。こうした「結果の検証・評価」の内容を受けて，企
業は新たな「課題事項の認識」のための調査を継続する。 
すなわち Laurence & Weber（ 2011）のイシュー･マネジメントのプロセスは，
Johnson（ 1983）と同様に PDCA サイクルとして繰り返されるのである。 
ここで見てきたように社会課題への適応マネジメントとは，変化するさまざ
まな社会課題に対して，自社のビジネスに関連が深いものだけをスクリーニン
グし，優先順位を付けたうえで適切に対応するための PDCA サイクルであると解
することができる。本研究ではこの点を踏まえて，第 4 章において日本企業の
社会課題適応マネジメントの推進状況について，さらに深く分析と議論を行う。 
 
4 節 イシュー・マネジメントに対する日本企業の認識   
 
本節では，これまでに実施された 2 つのアンケート調査の結果をもとに，日
本企業において社会課題への適応マネジメントがどう認識されてきたかについ
て振り返る。 
まず検討するのは， 2009 年に日本経済団体連合会が発表した『 CSR（企業の
社会的責任）に関するアンケート調査結果』である。この調査は 2009 年の 5
月から 7 月にかけて同連合会の会員企業 1,297 社を対象に実施されたもので，
回答社数は 437 社（回答率は 33.7％）であった。 
同調査では，  2005 年に比べて CSR に関するさまざまな取り組みの状況がど
う変わったかを問う設問があり，「①ほとんど進んでいない」から「⑤かなり進
んだ」まで 5 段階のリッカートスケールで回答を得ている （日本経団連，2009，
10 頁）。これによるととくに「 CSR 推進体制の整備」「方針・戦略の明確化」「従
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業員への教育訓練」「 CSR に関する情報開示」などについては 70％以上の企業が
「④かなり進んだ」あるいは「⑤ある程度進んだ」と回答している。ここから
Laurence & Weber（ 2011）のイシュー･マネジメントのプロセスのなかの「政策
オプションの策定」「プログラムの設計」に関連するこうした活動は比較的進捗
していることがうかがえる。しかしその反面，「課題事項の認識」と「課題事項
の分析」に密接に関連する「ステイクホルダーとの対話や協働」について「④
かなり進んだ」あるいは「⑤ある程度進んだ」と回答した企業は 54%にすぎず，
これらのステップでの取り組みがやや遅れていることが明らかになっている。 
「ステイクホルダーとの対話や協働」に関する具体的な課題として「ステイ
クホルダーの抱える社会的課題の把握のための対話不足が当社の課題（建設）」
「ステイクホルダーによって異なる要請を，いかに網羅的に集積し，チェック
するか（製造）（サービス）」「重要度を増している NPO や NGO とのコミュニケー
ションをどう推進するか（金融）」「厳しい経営環境のなか，どのような分野に
貢献すべきかを日々検討している（金融）」などの回答が見られた （日本経団連，
2009，16－17 頁）。多くの企業が「ステイクホルダーとの対話や協働」の実践
について課題視していることがうかがえる。また「結果の検証・評価」につい
ては，該当する質問すら設定されていない。  
以上の結果の分析から，社会課題への適応マネジメントについては，回答す
る企業だけでなく調査を実施した側においても，社会課題への適応を体系的な
マネジメント・システムとしてとらえてはいないことがうかがえる。また，個々
のステップを個別に見ると，いくつかの進捗している部分は認められる反面，
相対的に取り組みが遅れている領域もあり，具体的にはさまざまな課題が認識
されていることが分かる。 
次に検討するのは，  2011年の 4月に経済同友会が発表した『日本企業の CSR 
―  進化の軌跡  自己評価レポート』12である。この調査は 2009年 12月から翌年
の 1月にかけて東京証券取引所の 1部・ 2部上場企業及び同会会員企業など 2,817
社を対象に実施されたもので，回答社数は 445社（回答率は 15.8％）であった。
この報告書のなかでイシュー･マネジメントに関連する質問の回答について以
                                                 
12 ttps://www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2010/100413a.html  
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下検討していく。まず企業と社会課題との関係について見てみる。経営者を対
象とする「昨今，社会問題の解決の主体として，企業に対する期待が一層高ま
っている側面があります。これについて，どのような考えをお持ちですか」と
いう質問に対して，「企業は，社会問題の解決に役割を果たすべきと考えてお
り，そのような経営に取り組んでいる」と回答した経営者は 44％，「企業は，
社会問題の解決に役割を果たすべきと考えているが，そのような経営に取り組
んでいるわけではない」が 42％であった。さらに「企業の役割は，経済的価値
の最大化に専念することであり，社会問題の解決を企業に期待されても，対応
は難しい」と回答した企業も8％あった（経済同友会，2010，17頁）。すなわち
8割以上の経営者が「企業は社会課題への解決に向けて何らかの役割を果たす必
要がある」と認識しながらも，そのうちの約半数にあたる 4割は現実にはそうし
た役割を果たしてはいないことが分かる。あまつさえ全体の 1割弱は，企業が社
会課題への解決に向けて何らかの役割を果たすことは困難であると考えており，
そのための努力すらしていないのである。 
さらに Laurence & Weber（ 2011）の「課題事項の分析」と「政策オプション
の策定」及び「結果の検証・評価」に関連する内容として「ステイクホルダー
から得た声に，経営の優先順位をつけて対応していますか」の問に対して，「優
先順位を付けて対応。ステイクホルダーの反応は良好」と答えたのは 29％であ
った。これに対して「優先順位を付けて対応。ステイクホルダーの反応はいい
とは言い切れない」と答えたのは 15％，「優先順位を付けて対応。ステイクホ
ルダーの反応はフォローしていない」と答えたのは 32％，「優先順位を付けて
対応していない」と答えたのは 24％であった（経済同友会， 2010， 20頁）。実
に 1／ 4の企業が「課題事項の分析」に欠かせない優先順位の判断を行っておら
ず，少なくとも過半数の企業は「結果の検証・評価」のうえでステイクホルダ
ーの反応をフォローしていないとの結果である。  
ここでは 2009年に前後して実施された 2つのアンケートをもとに，日本企業に
おける社会課題への適応，そしてそれに対するマネジメントに関する考え方と
現状を見てきた。その結果，意識の面においても実践においても，全体として
はあまり進んでいるとはいえないという状況が明らかになった。 
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5 節 CSR の意義認識と社会課題適応マネジメント  
 
これまで議論されてきた CSR に関する研究において， CSR を推進することに
よって期待できるメリットや，回避できる可能性のあるデメリット，あるいは
そもそもなぜ CSR に取り組まなくてはならないのかを議論したものについては，
枚挙にいとまがない 13が，それらのなかに CSR に取り組むことの意義認識の高
さが社会課題の適応マネジメントをはじめとする CSR のパフォーマンスに及ぼ
す影響について論理的，あるいは実証的に分析したものは見当たらない。しか
しながら，こうしたテーマに密接に関連すると思われる知見が，組織文化につ
いての研究のなかでは蓄積されている。  
本節ではそうした研究の成果を踏まえつつ， CSR に取り組むことの意義を高
く認識したうえで組織のなかで共有し，企業風土に根付かせることの重要性と，
そのことがイシュー・マネジメントの実践と効果の発現にどう関係するのかに
ついて議論していく。 
伊丹・加護野（ 1989）は，組織文化について「組織のものの考え方，感じ方」
であり，それは換言すると「組織の価値観」と「パラダイム」であると定義し
ている。ここでの価値観とは，組織の多くの構成員に共有化されている「何が
大切で，何がより大切でないか」（ 350頁）を指す。また「パラダイム」とは「世
界についてのイメージ，あるいは信念としての世界観と認識や思考のルール」
のことである。そしてこうした組織文化に作用する重要なファクターとして経
営理念を捉え「経営者が提唱する組織の理念的目的は，人々の価値観に反映さ
れるようになってはじめて組織のなかで機能するようになる（中略）。経営理念
としての経営規範は，人々のパラダイムに反映されて初めて組織としての意味
をもつ」（ 352頁）と指摘している。ここでは企業の構成員に共有されるべき組
織文化の 2つの要素として価値観とパラダイムについて整理したうえで，その双
方に対して経営理念が何らかの働きかけをすることによって，「行動規範」とし
て機能することが示されていると解せられる。 
こうした経営理念と組織文化の関係を踏まえて，横川（ 2010a）は経営理念の
                                                 
13 谷本（ 2004），谷本（ 2009），谷本（ 2013），伊吹（ 2005）など。  
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機能に関する議論を展開している。まず経営理念について「『公表性』『客観
性』『論理性』『独自性』『社会的共感性』の要素を含み，企業における指導
原理として企業経営の意思決定や判断の規範となる価値観」（127頁）と定義 
 
図表２－４ 経営理念と組織文化の関係 
 
 
 
 
 
 
 
（出所  伊丹・加護野（ 1989） 353 頁をもとに筆者一部修正） 
 
して，その機能を「社会適応機能」「企業内統合機能」「経営実践機能」の３つ
に分類している。そして「社会適応機能」は「存在意義の明確化」「方向性の明
確化」「社会的責任意識の高揚」の効果に，また「企業内統合機能」は「企業文
化の良質化」「従業員の動機づけ・一体感の醸成」「行動規範」の効果に，さら
に「経営実践機能」は「経営目標」「戦略」「組織体制・制度」を統括する効果
につながっていると指摘している。ここではとくに「社会適応機能」と「企業
内統合機能」に着目して， CSRを推進する際の CSRに取り組む意義の認識と比較
しながら考察を加えていく。 
「社会適応機能」とは企業と外部との関係性を規定し，企業の存在価値を明
確にする機能である。「経営理念のなかに社会的使命や対外関係において大切に
する価値観・企業姿勢を明確にすることによって，企業は独自性を有し，社会
における存在基盤が確立される」（ 128 頁）ことによって，前述の「存在意義の
明確化」「方向性の明確化」「社会的責任意識の高揚」という効果をもたらすの
である。それに対して「企業内統治機能」は，企業の内部に対する機能であり
「社員の統率やモラールの醸成，向上に寄与する」としている。このことから
組織文化  
価値観  
・何が大切か  
パラダイム  
・世界観  
・認識･思考のルール  
行動規範  
抽象的レベル  具体的レベル  
経営理念  
24 
 
「企業文化の良質化」「従業員の動機づけ・一体感の醸成」「行動規範」の効果
をもたらすと解される。 
 
 
図表２－５ 経営理念の機能と効果 
 
 
（出所  横川（ 2010a） 129 頁）  
 
横川（ 2010a）は以上のような点を明らかにしたうえで，経営理念の実態に
ついて日本企業に対する質問票による実証分析 14を行い， 次の点を明らかにし
ている。まず，経営理念の 3 機能のうち「社会適応機能」は，調査対象の多く
の企業で高いレベルで機能していること。そしてそのことが「社会との関係に
おける存在意義，将来に向けての自社の方向性の明確化のみならず，社会的責
任意識やステイクホルダーへの経営意識の向上」につながる可能性を示してい
る。さらに横川（ 2010b）においては，経営理念の浸透策とその機能の発現との
間の関連についての実証研究から「経営理念の機能を十分に働かせるためには，
経営者・管理職・従業員が直接，経営理念に関わる施策を講じることが極めて
重要である」（ 230 頁）ことも指摘している。 
                                                 
14 2009 年 5 ～ 6 月に東京および大阪証券取引所に上場している企業（ 1 部、
2 部）1,020 社に対して質問票を送付。回収数は 96 社（回答率 9.4％）とし
ている（横川， 2010a， 130 頁）。  
経営理念 
社会適応機能 
存在意義の明確化 
方向性の明確化 
社会的責任意識の高揚 
企業内統合機能 
企業文化の良質化 
従業員動機づけ、一体感の醸成 
行動規範 
経営実践機能 
経営目標 
戦略 
組織体制・制度 
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伊丹・加護野（1989）及び横川（ 2010a， 2010b）の研究を通じて明らかになっ
たのは，経営理念が組織文化に対して一定の機能としての影響を及ぼし得るこ
と，そしてそのなかには企業の社会適応としての「社会的責任意識やステイク
ホルダーへの経営意識の向上」も包含されており，そのためにはこれらの要素
が組織内に十分に共有されていることが重要であるということである。  
では， CSR に取り組む意義を高く認識すること，そしてその重要性とともに
組織内に CSR への意識浸透を図ることは，企業の社会適応について経営理念同
様に組織文化への効果を発揮しうるのであろうか。ISO（2010）では「社会的責
任の認識」として組織と社会との関係性について「組織は自らの決定及び活動
が社会及び環境にどのような影響を及ぼすかを理解し，認識すべきである。組
織はまたこれらの影響に関して，責任ある行動として社会が何を期待している
かを理解すべきである」（ p.68）としているが，CSR に包含されるこうした意味
的側面は，横川（ 2010a）にある「『公表性』『客観性』『論理性』『独自性』
『社会的共感性』の要素を含み，企業における指導原理として企業経営の意思
決定や判断の規範」という経営理念の意味と極めて似通ったものといえる。よ
って，本研究においては CSR に取り組む意義を高く認識したうえで，社内への
浸透・定着を図ることには，企業の社会課題への適応マネジメントを促進する
可能性があると結論付ける。 
この点については，第 4 章での質問票調査に基づく分析を通して，改めて検
討する。 
 
6 節 小括 
 
本章では，これまでの研究をもとにして CSR に関する理論的背景について議
論してきた。 Freeman らによって展開されたステイクホルダー理論では，企業
のステイクホルダーに対する認識の変化からその重要性が増し，企業とステイ
クホルダーが相互に影響を与えあう存在としてお互いを認識せざるを得ないよ
うになった点を指摘した。そのうえで日本企業にとってのステイクホルダーが
社会との関係性マネジメントのうえでのカギになることを確認した。しかし，
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これらの議論においては CSR を推進するうえで社会課題をどう扱うべきかとい
う視点は必ずしも明らかにはなっていなかった。 
次いで， Porter を中心に展開されてきた共通価値創造（ CSV）理論において
は，企業と社会との関係について「共通の価値」によって結ばれた，いわば利
害を共にする共同体として認識することを訴え，企業の意思決定は企業と社会
の双方にとって価値を創造しうるものでなくてはならないとの考えを提示した。
これを実現することを彼らは「戦略的 CSR」と名付け，そのためには社会的な
課題を個々の特性に応じて 3 種類に分類し，優先度を考慮して対応することが
重要だとしていることが分かった。  
次に，社会課題に対応するための体系的なマネジメントプロセスとして提示
されたイシュー・マネジメント論について議論した。取り上げたのは Johnson
によるイシュー・マネジメント論，及び Laurence & Weber によるイシュー・マ
ネジメント論の 2 つである。双方とも変化を続ける社会的課題に適切に対応す
ることを目的に， PDCA サイクルとして機能させるものであることを確認した。 
その一方で，既存のアンケート調査の報告書の分析からは日本企業において
は CSR 活動を通じて社会課題に適応しようとする姿勢，あるいはそのためのマ
ネジメントの重要性に対する認識は低く，また実践面においても全体としては
進捗が遅れているという現状が読み取れた。  
最後に， CSR の意義認識と社会課題適応マネジメントの関連性について，組
織論に関する研究をもとに検討した。ここでは CSR の重要性に対する認識の度
合いがイシュー・マネジメントの実践に影響を及ぼし得るか否かについて，組
織文化と経営理念の関係性をもとに理論的構造の解明を目指した。その結果，
経営理念の浸透は組織文化を構成する組織の価値観とパラダイムに働きかけて
行動を規範することが理解できた。またここから，CSR の意義認識がイシュー・
マネジメントに対して好ましい影響を及ぼす可能性があることを指摘した。  
第 3 章では，日本企業が実際に CSR 活動として取り組んでいるテーマについ
て現状を把握する。 
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第 3 章  日本における CSR 活動の現状  
－ ISO26000 を基準にした CSR 報告書の分析 
 
前章においては， CSR 推進のうえでの社会課題適応マネジメントの重要性を
指摘し，先行研究で示された具体的な社会課題への適応マネジメントの背景と
日本企業における課題，さらにこうしたマネジメントに CSR に対する意義認識
が及ぼし得る影響の可能性について議論した。 
本章においては，前章での議論を踏まえながら実際に日本の企業の CSR 活動
ではどのようなテーマに対して取り組みが行われているのかについて，具体的
に検証していきたい。その背景には，具体的な企業の CSR 活動を見ることによ
って，それぞれの企業が社会課題へ適応しようと志向しているのか，あるいは
そうではないのかをある程度見極めることができるのではないかとの問題意識
がある。 
まず，日本企業の CSR の活動テーマについて「 CSR 元年」とされる 2003 年以
降の動向について簡単に振り返っておく。  
 
1 節 分析の背景  
 
経済産業省は 2004 年に「企業の社会的責任に関する懇談会」を開催し，その
報告を「企業の社会的責任（ CSR）を取り巻く現状について」にまとめた。これ
を受けて藤井（ 2005）は，日本の CSR の特徴を次のように述べている。すなわ
ち，失業や途上国の人権など従来の枠組みでは解決しにくい問題に対する自主
的・主体的な対応として捉えてきたヨーロッパに対して，日本は，フィランソ
ロピーと地域社会を重視するアメリカ型の CSR の影響をより大きく受けてきた
結果「環境保全＋社会貢献＋法令遵守」のパッケージングコンセプトと解釈さ
れてきたと指摘している。そのうえで「今日ヨーロッパが CSR を改めて考えて
いる事実の後ろにある世界，社会，そして企業観の変化に注意を払う必要があ
る」（藤井， 2005， 58 頁）ことを示唆している。 
眞崎（ 2006）では，みずほ総合研究所が 2005 年に実施した CSR に対する取り
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組み調査の結果が紹介されている。それによると，上場，非上場，あるいは製
造，非製造企業とも CS 向上などの「消費者・顧客面」，省エネなどの「環境面」，
従業員教育などの「雇用面」への取り組みを進めている企業が多く，上場企業
の場合はさらに IR などの「株主面」が加わっている。こうした結果について，
事業の特性と並んでそれぞれの企業に対するステイクホルダーからの要請が異
なるためと分析している。 
足達・小崎 (2008)では，日本経済団体連合会が会員企業 572 社に対して実施
した調査の結果として「コンプライアンス，法令遵守」が突出して多く，「環境」
「安全・品質」「個人情報保護・情報セキュリティ」「コーポレートガバナンス」
と続いていることを上げ，「企業経営のリスクや事業機会としてどの程度認識さ
れるかが，優先度が高い取り組みになるか否かに関係することになる」（足達・
小崎， 2008， 30 頁）と分析している。  
これらの研究からは，日本企業の CSR 活動は 2000 年台の初頭では「環境保全
＋社会貢献＋法令遵守」といったステレオタイプの感も見られたものの，顧客，
消費者，従業員，株主といったより幅広いステイクホルダーを意識することに
よって，その活動の領域を拡大してきた。さらに，企業の本業との関連性にも
留意しながら活動のプライオリティを検討するように次第に変化してきたと受
け取れる。しかし，果たしてこの指摘は本当に妥当なのであろうか。  
そこで本章では，現在の日本企業の CSR 活動がどのような課題に対して進め
られているのかについての検証を行い，まず CSR 活動の現状について把握して
おく。 
 
2 節 分析方法と分析対象  
 
本章では，わが国の代表的な企業が CSR として進めている活動テーマが，
『 ISO26000： 2010 社会的責任に関する手引』（以下，ISO26000）とどう整合し
ているのかを調査・分析し，日本企業の CSR のあり方を浮き彫りにするととも
に，各企業の取り組みテーマ決定が社会課題に適応しようとしているものなの
かを明らかにする。 
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ISO26000 では「 6 社会的責任の中核主題に関する手引」において「組織統
治」などの７つの「中核主題（ core subjects）」が示され，その下により細分
化・具体化された複数の「課題（ issues）」が掲げられている。今回の分析では
個々の「課題」についての各社の活動の取り組み状況について，各社の発行し
ている 2010 年版の CSR 報告書の内容をもとに，当該活動についての報告が開示
されているかどうかをチェックする方法をとった。活動の取り組みの有無につ
いて質問票やインタビューなどで直接確認するのではなく，開示の有無を以て
代理指標としたのである。 
次に ISO26000 を本分析の基準として採用することが妥当であるか否かにつ
いて検討する。ISO26000 は，国際標準化機構（ International Organization for 
Standardization）が策定し 2010 年 11 月に発行された，「組織の社会的責任」
に関する世界初の国際ガイダンス規格である。同規格では「組織の大小を問わ
ず，先進国，途上国のどちらで活動するかを問わず，民間，公的及び非営利の
あらゆる組織」（ ISO，2010，22 頁）において「組織の持続可能な発展への貢献
を助けることを意図し」ており，「 (a)社会的責任に関する概念，用語及び定義，
(b) 社会的責任の背景，潮流及び特徴， (c)社会的責任に関する原則及び慣行，
(d) 社会的責任に関する中核主題及び課題，(e)その組織全体及びその組織の影
響力の範囲における，その組織の方針及び慣行を通じた，社会に責任ある行動
の統合，実施及び推進，(f)ステークホルダーの特定及びステークホルダーエン
ゲージメント，(g)社会的責任に関するコミットメント，パフォーマンス，その
他の情報の伝達」に関する手引を示している。策定作業は，2001 年に ISO 理事
会が ISO 消費者政策委員会（ ISO/COPOLCO）に対して CSR 領域での国際規格策定
の可能性検討を依頼したことに始まり，実に 9 年に及ぶ検討期間を経て発行し
たものである。検討に当たっては， 90 を超える国と 40 を超える地域（リエゾ
ン）機関から政府や産業界，労働団体，消費者団体，NPO，NGO などが対等の立
場で議論に参加して策定されている 15ことから，多様なステイクホルダーの組
                                                 
15 2010 年 6 月の ISO/WB SR の総会には，世界 99 カ国の ISO 加盟国及び 42
のリエゾン機関から，450 名のエキスパート及び 250 名のオブザーバーが参
加したとされる（ ISO， 2010，285 頁）。  
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織に対する要請事項が幅広く反映されているといえる。さらに国連の“ Global 
Compact”やグローバルレポーティングイニシアティブ（ GRI）の『サスティナ
ビ リ テ ィ レ ポ ー テ ィ ン グ ガ イ ド ラ イ ン 』， AccountAbility の 『 AA1000 
AccountAbility 原則基準 2008』のように特定の分野だけに限定したものではな
く， CSR の幅広い領域について指針を示している点も大きな特徴である。以上
のような特性から，ISO26000 を広範な社会課題のなかの基準として採用するこ
とは妥当であると考える。 
今回の分析の目的は，わが国の代表的な企業が自社の CSR 活動として開示し
ている内容と ISO26000 との適応状況を明らかにすることである。それは，
ISO26000 の掲げる 7 つの中核主題と 37 の課題によって適応の状況が異なって
いたり，あるいは企業の業態や業種による適応への類似性やばらつきの有無が
分かれば，各企業の CSR が当該企業の適応すべき社会課題やステイクホルダー
の要請に則しているのか，あるいは藤井 (2005）が指摘したように“右へならえ”
の横並び式なのかが判断できるのではないかと考えるからである。 
分析の対象企業は，東証一部上場企業の売上高上位企業 16  の上位から， CSR
報告書等を発行している企業 17， 100 社 18とした。 
また，報告書等に開示された記述内容を ISO26000 に整合した活動とするか否
かの判断は， ISO26000 第 6 章に示されている「課題の説明」「関連する行動及
び期待」を参考にしつつ，その活動に取り組んでいるか否かが二項的に明確に
なるような独自の判断基準 19を設定し，これによって判定した。 
 
                                                 
16 2011 年 1 月 28 日現在。  
17 「 CSR 報告書等」とは「サスティナビリティ・レポート」「社会・環境報告
書」あるいは「アニュアルレポート」等の名称で，社会・環境側面について
の年度報告として位置づけられているものを指す。調査対象は，当該企業，
持ち株会社，あるいは当該企業グループの発行する報告書とし，発行主体，
あるいは開示内容によって適宜選択した (例 :三菱ケミカルホールディングス
の報告書が特集中心であり，調査対象としては不適切と判断したため，同グ
ループの中核企業である三菱化学の報告書を対象としたなど )。「発行してい
る」とは，2011 年 1 月末日現在で印刷物の送付を実施，あるいは WEB 上に PDF
ファイルなどのまとまった形で開示しているものとする。  
18 100 社の具体的な社名については，巻末資料（1）を参照のこと。  
19 ISO26000 の課題別の判断基準については，巻末資料（２）を参照のこと。 
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3 節 分析結果  
 
1)  全体的な傾向  
今回の調査によって明らかになった ISO26000 の課題に対する日本企業の開
示状況をまとめたものが，次頁の表３－１である。 
左列に ISO26000 の課題を置き，それに対する 100 社の開示状況を，100 社全
体と業種別 20で示した。製造業としては電気機器，輸送用機器，電力・ガス，
鉄鋼・非鉄金属，化学，建設，その他製造の 7 業種，非製造業は卸売，陸海空
運，銀行・保険，その他非製造の 4 業種で計 11 業種に大別した。パーセンテー
ジは，対象企業のうち当該の課題に対して情報を開示している企業の割合であ
る。また「開示課題数（平均）」は，当該中核主題の課題のうち各企業が平均し
ていくつの課題についての活動報告を開示しているかを示す。また右端には，
11 の業種ごとの開示率の標準偏差の値を算出している。 
以下，この内容について考察を加えていく。  
なお本章においては Porter & Kramer（ 2006）のいう「受動的 CSR」のなかで
も，とくに「バリューチェーンの活動から生じる悪影響を緩和する」ための活
動を，その企業の事業特性などからとくに高いと想定されるリスクを未然に回
避するための活動ととらえて「リスク低減型活動」と呼称する。またその対極
に区分される活動，すなわち当該企業の企業特性やリソースなどを生かした独
自性の高い活動については「機会拡大型活動」と呼ぶこととする。  
 
 
 
 
 
 
 
                                                 
20 主に環境負荷特性が類似していることに配慮して「電力・ガス」「建設」は
「製造業」に含めた。  
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 図表３－１  ISO26000 の課題に対する日本企業の開示状況（ 2010 年度報告書） 
電気機器
(１２社)
輸送用
機器
(１１社)
電力
・ガス
(８社)
鉄鋼
・非鉄金属
(６社)
化学
(６社)
建設
(６社)
その他
(１８社)
卸売
(９社)
陸海空運
(９社)
銀行・保険
(７社)
その他
(８社)
組織統治　（課題数　１）
6.2.3 意思決定のプロセス及び構造 73% 75% 58% 73% 88% 67% 100% 83% 72% 70% 78% 67% 86% 50% 0.14
0.73 0.75 0.58 0.73 0.88 0.67 1.00 0.83 0.72 0.70 0.78 0.67 0.86 0.50 0.14
73% 75% 58% 73% 88% 67% 100% 83% 72% 70% 78% 67% 86% 50% 0.14
人権　（課題数　８）
6.3.3 デューディリジェンス 43% 40% 33% 27% 63% 50% 50% 50% 33% 48% 44% 44% 71% 38% 0.13
6.3.4 人権に対する危機的状況 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0.00
6.3.5 加担の回避 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0.00
6.3.6 苦情解決 57% 64% 67% 64% 63% 50% 83% 50% 67% 42% 44% 44% 43% 38% 0.14
6.3.7 差別及び社会的弱者 74% 85% 83% 100% 88% 83% 83% 83% 78% 52% 44% 56% 71% 38% 0.19
6.3.8 市民的及び政治的権利 3% 3% 17% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 3% 0% 0% 0% 13% 0.06
6.3.9 経済的、社会的及び文化的権利 76% 79% 50% 73% 100% 83% 100% 100% 78% 69% 33% 100% 71% 75% 0.22
6.3.10 労働における基本的原則及び権利 29% 36% 50% 45% 38% 33% 17% 17% 33% 15% 11% 11% 0% 38% 0.16
2.81 3.07 3.00 3.09 3.50 3.00 3.33 3.00 2.89 2.27 1.78 2.44 2.57 2.38 0.49
35% 38% 38% 39% 44% 38% 42% 38% 36% 28% 22% 31% 32% 30% 0.06
労働慣行　（課題数　５）
6.4.3 雇用及び雇用関係 10% 12% 25% 9% 25% 17% 0% 0% 6% 6% 11% 0% 0% 13% 0.10
6.4.4 労働条件及び社会的保護 32% 37% 58% 27% 63% 50% 17% 17% 28% 21% 0% 11% 14% 63% 0.23
6.4.5 社会対話 43% 48% 58% 55% 63% 33% 67% 0% 44% 33% 56% 44% 29% 0% 0.23
6.4.6 労働における安全衛生 78% 94% 83% 100% 100% 100% 100% 83% 94% 45% 56% 67% 29% 25% 0.28
6.4.7 職場における人材育成及び訓練 91% 93% 100% 100% 88% 100% 100% 83% 83% 88% 78% 89% 100% 88% 0.08
2.54 2.84 3.25 2.91 3.38 3.00 2.83 1.83 2.56 1.94 2.00 2.11 1.71 1.88 0.61
51% 57% 65% 58% 68% 60% 57% 37% 51% 39% 40% 42% 34% 38% 0.12
環境　（課題数　４）
6.5.3 汚染の予防 76% 94% 92% 100% 88% 100% 100% 83% 94% 39% 67% 44% 14% 25% 0.31
6.5.4 持続可能な資源の利用 86% 93% 100% 91% 88% 100% 100% 100% 83% 73% 56% 89% 57% 88% 0.16
6.5.5 気候変動の緩和及び気候変動への適応 99% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 97% 89% 100% 100% 100% 0.03
6.5.6 環境保護、生物多様性、及び自然生息地の回復 82% 84% 100% 91% 100% 83% 83% 100% 56% 79% 67% 67% 100% 88% 0.16
3.43 3.70 3.92 3.82 3.75 3.83 3.83 3.83 3.33 2.88 2.78 3.00 2.71 3.00 0.48
86% 93% 98% 95% 94% 96% 96% 96% 83% 72% 69% 75% 68% 75% 0.12
公正な事業慣行　（課題数　５）
6.6.3 汚職防止 18% 21% 25% 36% 25% 17% 33% 0% 11% 12% 33% 11% 0% 0% 0.14
6.6.4 責任ある政治的関与 4% 4% 0% 0% 0% 0% 17% 0% 11% 3% 11% 0% 0% 0% 0.06
6.6.5 公正な競争 43% 48% 25% 45% 38% 83% 50% 67% 50% 33% 44% 33% 14% 38% 0.19
6.6.6 バリューチェーンにおける社会的責任の推進 59% 72% 92% 91% 50% 33% 100% 33% 72% 33% 33% 22% 29% 50% 0.29
6.6.7 財産権の尊重 27% 33% 42% 9% 13% 67% 17% 17% 50% 15% 11% 22% 0% 25% 0.20
1.51 1.78 1.83 1.82 1.25 2.00 2.17 1.17 1.94 0.97 1.33 0.89 0.43 1.13 0.54
30% 36% 37% 36% 25% 40% 43% 23% 39% 19% 27% 18% 9% 23% 0.11
消費者課題　（課題数　７）
6.7.3
公正なマーケティング、事実に即した偏りのない
情報、及び公正な契約慣行 28% 28% 17% 9% 38% 0% 67% 17% 44% 27% 0% 0% 71% 50% 0.27
6.7.4 消費者の安全衛生の保護 72% 79% 75% 91% 88% 33% 83% 67% 89% 58% 22% 78% 57% 75% 0.23
6.7.5 持続可能な消費 28% 33% 17% 9% 88% 17% 33% 33% 39% 18% 0% 22% 0% 50% 0.25
6.7.6
消費者に対するサービス、支援、並びに苦情及
び紛争の解決 68% 72% 92% 73% 88% 83% 67% 33% 61% 61% 11% 67% 86% 88% 0.25
6.7.7 消費者データ保護及びプライバシー 56% 57% 83% 36% 75% 50% 17% 67% 56% 55% 56% 67% 71% 25% 0.21
6.7.8 必要不可欠なサービスへのアクセス 14% 14% 0% 45% 13% 0% 0% 17% 11% 15% 11% 33% 0% 13% 0.15
6.7.9 教育及び意識向上 17% 19% 8% 27% 38% 17% 0% 0% 28% 12% 0% 0% 14% 38% 0.15
2.83 3.01 2.92 2.91 4.25 2.00 2.67 2.33 3.28 2.45 1.00 2.67 3.00 3.38 0.83
40% 43% 42% 42% 61% 29% 38% 33% 47% 35% 14% 38% 43% 48% 0.12
コミュニティへの参画及びコミュニティの発展　（課題数　７）
6.8.3 コミュニティへの参画 91% 93% 83% 100% 100% 100% 100% 100% 83% 88% 100% 78% 71% 100% 0.11
6.8.4 教育及び文化 91% 94% 100% 82% 100% 100% 83% 100% 94% 85% 89% 67% 100% 88% 0.11
6.8.5 雇用創出及び技能開発 22% 24% 33% 9% 25% 0% 50% 17% 28% 18% 22% 22% 14% 13% 0.13
6.8.6 技術の開発及び技術へのアクセス 13% 16% 0% 18% 13% 17% 17% 33% 22% 6% 11% 11% 0% 0% 0.10
6.8.7 富及び所得の創出 9% 7% 8% 0% 25% 0% 0% 0% 11% 12% 22% 0% 14% 13% 0.09
6.8.8 健康 22% 19% 42% 18% 13% 0% 17% 0% 22% 27% 22% 11% 71% 13% 0.20
6.8.9 社会的投資 76% 76% 67% 73% 75% 67% 83% 83% 83% 76% 89% 78% 71% 63% 0.08
3.24 3.30 3.33 3.00 3.50 2.83 3.50 3.33 3.44 3.12 3.56 2.67 3.43 2.88 0.32
46% 47% 48% 43% 50% 40% 50% 48% 49% 45% 51% 38% 49% 41% 0.05
17.09 18.45 18.83 18.27 20.50 17.33 19.33 16.33 18.17 14.33 13.22 14.44 14.71 15.13 2.33
46% 50% 51% 49% 55% 47% 52% 44% 49% 39% 36% 39% 40% 41% 0.06
　　製造業
　　(６７社)
　　非製造業
　　(３３社)
6.7
開示課題数（平均）
6.8
開示課題数（平均）
開示課題数（平均）合計
6.4
開示課題数（平均）
6.5
開示課題数（平均）
6.6
開示課題数（平均）
項
番
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業種
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(企業数)
　
　社会的責任の中核主題
　　　　　　　　　　および課題
6.2
開示課題数（平均）
6.3
開示課題数（平均）
開示課題数（平均）/課題数
標準偏差
開示課題数（平均）/課題数
開示課題数（平均）/課題数
開示課題数（平均）/課題数
開示課題数（平均）/課題数
開示課題数（平均）/課題数
開示課題数（平均）/課題数
開示課題数（平均）/課題数
１００社
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2) 中核主題別の「開示課題数（平均）／課題数」     
100 社の企業の活動状況を，７つの中核主題別にそれぞれの「開示課題数（平
均）／課題数」で比較してみた。たとえば「環境」では 4 つの「課題」に対し
て調査対象企業の「開示課題数（平均）」は 3.43 であるので，3.43/4＝ 86%とな
る 21。 
 
図表３－２ 中核主題別の開示状況  
 
その結果は，高い順に「環境」（ 86%），「組織統治」（ 73%），「労働慣行」（ 51%），
「コミュニティへの参画及びコミュニティの発展」（ 46%），「消費者課題」（40%），
「人権」（ 35%），「公正な事業慣行」（30%）となり，中核主題全体でみると 46%
であった。 
地球温暖化などを背景に「環境」に対する関心の高さが顕著であること，ま
た自社の CSR のあり方を規定する「組織統治」についても，多くの企業が具体
的な活動を行っていることがうかがえた。その反面「公正な事業慣行」「人権」
「消費者課題」に対しては，相対的に関心が低いことが分かる。  
業種別に見ていくと，中核主題ごとの開示率の高さの順序は製造業も非製造
業も同様であるが，すべてにおいて製造業の開示率が高く非製造業においては
製造業よりも低い傾向が顕著に見られる。なかでも「環境」では製造業の 93%
に対して非製造業は 72％と，20 ポイント以上の開きがあるのをはじめ，「人権」
                                                 
21 第 3 章のパーセンテージ表記のなかで「開示課題数（平均）／課題数」と記
述しているもの以外は，「情報開示企業数／対象企業数」である。  
86% 
73% 
51% 
46% 
40% 
35% 
30% 
46% 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
環境 
組織統治 
労働慣行 
ｺﾐｭﾆﾃｨ参画・発展 
消費者課題 
人権 
公正な事業慣行 
全体 
開示率 
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「労働慣行」「公正な事業慣行」の各中核主題で製造業と非製造業の間に 10 ポ
イント以上の差が出てきている。 
また「消費者課題」においては，「電力・ガス」の 61％を筆頭に「銀行・保
険」が 43％，「電気機器」「輸送用機器」が 42％と BtoC 的側面の強い業種が，
そうでない業種に比べると高い開示率を示していることが分かる。 
 
3) 開示の進んでいる課題  
次に，中核主題のもとに，より具体的なテーマとして設けられた課題別に，
開示の状況を分析する。 
 
図表３－３ 開示の進んでいる課題 
99%
91%
91%
91%
86%
82%
78%
76%
76%
0% 50% 100%
気候変動の緩和・適応
コミュニティ参画
教育及び文化
職場における人材育成及び訓練
持続可能な資源の利用
環境保護、生物多様性
労働安全・衛生
社会的投資
汚染の予防
開示率
 
まず開示している企業の多い課題については，「 6.5.5 気候変動の緩和及び気
候変動への適応」22の 99%を筆頭に，「 6.8.3 コミュニティへの参画」と「 6.8.4
教育及び文化」「 6.4.7 職場における人材育成及び訓練」（いずれも 91%）と，
                                                 
22 各課題の頭に付けた 3 連の番号は，ISO26000 による「課題」ごとの項目番
号である。  
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「 6.5.4 持続可能な資源の利用」（ 86%）「 6.5.6 環境保護，生物多様性，及び自
然生息地の回復」（ 82%）と続いている。特筆すべきは，「環境」関連の課題に対
する取り組みの熱心さである。4 つの課題のすべてが，76%以上の企業で推進さ
れているとの結果であった。開示の進んでいる課題の具体例としては以下のよ
うなものがある。    
6.5.5 気候変動の緩和及び気候変動への適応  
具体的な活動としては「温室効果ガス削減」「環境マネジメント・シス
テムの導入」「環境配慮製品・サービスの開発・提供」など。  
6.8.3 コミュニティへの参画 
具体的な活動としては「事業活動を行う地域社会への協力」など。  
6.8.4 教育及び文化 
具体的な活動としては「地域の教育，文化，スポーツ振興への協力」な
ど。 
6.4.7 職場における人材育成及び訓練 
具体的な活動としては「従業員教育方針・プログラムの実施」など。  
6.5.4 持続可能な資源の利用 
具体的な活動としては「省資源」「リサイクル」「省エネルギー」など。  
6.5.6 環境保護，生物多様性及び自然生息地の回復  
具体的な活動としては「森林や緑地の整備」「生物多様性調査への協力」
など。 
6.4.6 労働における安全・衛生 
具体的な活動としては「労働災害の防止」「心身の健康管理」など。  
6.8.9 社会的投資 
具体的な活動としては「学術団体や災害地域支援への寄付」「地域ボラ
ンティアへの協力」など。 
多くの企業の報告書で開示されていることから，これらの活動は CSR を推進
するうえで「やっていて当たり前」と考えられていると見られる。また内容的
には「リスク低減型活動」が多いことも特徴的である。具体的な活動にも見る
べき差異は少なく，類似した活動が業種業態に関わらず比較的多くの企業で横
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並び的に実施されている。      
 
4) 開示の進んでいない課題   
次に開示している企業の少ない課題について検証する。 
 
図表３－４ 開示の進んでいない課題  
0%
0%
3%
4%
9%
10%
13%
14%
17%
18%
22%
22%
0% 10% 20% 30%
人権に対する危機的状況
加担の回避
市民的及び政治的権利
責任ある政治的関与
富及び所得の創出
雇用及び雇用関係
技術開発及び技術へのｱｸｾｽ
必要不可欠なｻｰﾋﾞｽへのｱｸｾｽ
教育・意識向上
汚職防止
雇用創出・技能開発
健康
開示率
 
 
「 6.3.4 人権に対する危機的状況」「 6.3.5 加担の回避」に関して情報開示し
ている企業の率はいずれも 0%である。次いで「 6.3.8 市民的及び政治的権利」
が 3%と，人権に関連する課題が開示率の低さの上位を占めている。さらに
「 6.8.7 富及び所得の創出」（ 9%），「 6.4.3 雇用及び雇用関係」（ 10%）と続いて
いる。こうした点から，日本企業では社外ステイクホルダーに対する課題，と
くに事業リスク低減や事業機会拡大に関係の薄い課題に対する活動が消極的で
あることがうかがえる。また「 6.3.8 市民的及び政治的権利」「 6.6.3 汚職防止」
「 6.4.3 雇用及び雇用関係」については，日本では実践することが当然と考え
られているために CSR 報告書等に掲載していないケースも多いことが推測され
る。 
次に，開示の少ない活動についての具体的な活動内容を見てみると「リスク
低減型活動」と「機会拡大型活動」の 2 つに大別できることがうかがえる。「リ
スク低減型活動」の具体例としては，以下のような活動が報告されている。  
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6.3.8 市民的及び政治的権利 
具体的な活動としては「在日外国人・同和問題に対する活動」（イオ
ン，富士通）など。 
6.6.4 責任ある政治的関与 
具体的な活動としては「政治献金に関するコンプライアンス指針」
（住友商事，三菱重工業）など。  
6.4.3 雇用及び雇用関係 
具体的な活動としては「経済変動を受けた雇用維持の取り組み」（ト
ヨタ，デンソー），「グローバルな労働方針・協約の順守」（パナソ
ニック，東芝）など。 
これらの「リスク低減型活動」の具体的内容は，開示している企業の間で
比較的横並び傾向が高い特徴がある。また業種による差も比較的小さい。  
それに対して「機会拡大型活動」とする活動の具体的な内容は，業種はも
とより企業によって千差万別であるといえる。 
具体例としては，以下のようなものがあった。 
6.7.8 必要不可欠なサービスへのアクセス  
具体的な活動としては「身障者等用福祉車両の開発・普及」（日産自
動車，マツダ，豊田車体，三菱自動車工業），「大規模災害時の商品
の提供」（セブン・アンド・アイ・ホールディングス），「弱視児童用
の拡大文字教科書」（大日本印刷），「災害等緊急時の電力復旧」（中
国電力），「地震時の高速道路復旧」（大林組），「駅のバリアフリー化」
（東京急行電鉄）など。 
6.8.7 富及び所得の創出 
具体的な活動としては「海外事業活動の現地化」（三菱商事，東芝），
「小水力発電所の寄贈」（東京電力），「『エアコンの木』植林用苗木
の維持管理による途上国の生計支援」（ダイキン工業），「バイオディ
ーゼル発電による貧困層自立支援」（豊田通商），「マイクロファイナ
ンスの実施」（三井住友ファイナンシャルグループ）など。  
6.8.6 技術開発及び技術へのアクセス 
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具体的な活動としては「外来侵略アリ防圧プログラムへの協力」（住
友化学），「事業に関連する技術の提供」（三菱商事，東京電力，小松
製作所，コスモ石油，東日本旅客鉄道）など。 
6.7.5 持続可能な消費 
具体的な活動としては「エネルギー教育」（東京電力，関西電力，東
北電力，中国電力，東京ガス），「再生可能エネルギーによる安定供
給」（東京電力，中部電力，九州電力，コスモ石油  ），「携帯電話の
リサイクル推進」（ NTT ドコモ， KDDI），「アルコール関連問題・適正
飲酒への対応」（キリンホールディングス），「カーボンオフセット付
物流サービスの実施」（日本通運），「グローバルな商品修理体制の充
実」（任天堂），「自社建材廃材の製品への再生」（旭化成），「エネル
ギー供給住宅の実験」（積水ハウス）など。  
「機会拡大型活動」の内容は社会課題との接点で企業がどのように強みを発
揮できるかに依拠している。そのため具体的な内容は，業種や業態，商品・サ
ービスや保有技術，さまざまな経営資源，事業展開する地域などに応じて多様
であり，社会課題への適応という観点から見ると，まさに自社のビジネスやリ
ソースを生かして社会課題に適応する CSR の実践といえる。 
 
5) 中核主題別の傾向  
以下では， ISO26000 の中核主題ごとに開示の状況と特徴について検討する。
掲載は ISO26000 の項目番号順である。  
 
① 6.2 組織統治  
図表３－５ 「組織統治」に関する開示状況 
電気機器
(１２社)
輸送用
機器
(１１社)
電力
・ガス
(８社)
鉄鋼
・非鉄金属
(６社)
化学
(６社)
建設
(６社)
その他
(１８社)
卸売
(９社)
陸海空運
(９社)
銀行・保険
(７社)
その他
(８社)
組織統治　（課題数　１） 標準偏差
6.2.3 意思決定のプロセス及び構造 73% 75% 58% 73% 88% 67% 100% 83% 72% 70% 78% 67% 86% 50% 0.14
0.73 0.75 0.58 0.73 0.88 0.67 1.00 0.83 0.72 0.70 0.78 0.67 0.86 0.50 0.14
73% 75% 58% 73% 88% 67% 100% 83% 72% 70% 78% 67% 86% 50% 0.14
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課題は 1 つであり「開示課題数（平均）／課題数」は 73％である。製造業に
おいては 75％，非製造業では 70％であった。また標準偏差は 0.14 であった。 
日本の大手企業では CSR を推進するための一応の組織や理念を構築し，管理
運営していると判断できる。また，製造業と非製造業の差は小さく，自社 CSR
の基本的な考え方と組織整備についてはいずれの業種においても進んでいるこ
とがうかがえる。 
 
② 6.3 人権 
 図表３－６  「人権」に関する開示状況 
 
8 つの課題に対して，全業種平均では 2.81 の課題に取り組んでいる。「開示
課題数（平均）／課題数」は 35％で，製造業においては 38％，非製造業では
28％であった。製造業において非製造業よりも開示率が 10 ポイント高い。課
題全体の標準偏差は 0.06 であった。 
内訳をみると，製造業のなかでも特に公益事業者である「電力・ガス」（ 44%）
と，海外での事業比率が比較的大きい「化学」（ 42%）「輸送用機器」（ 39%）が
とくに高い開示率であることが指摘できる。その反面，海外での事業が大き
い総合商社を含む「卸売」（ 22%）において，開示率が相対的に低いという矛
盾した現象もみられる。標準偏差をみると「 6.3.9 経済的，社会的及び文化的
権利」が 0.22 と最も高い値となっている。 
課題別の開示率では「 6.3.9 経済的，社会的及び文化的権利」(76%)，「 6.3.7
差別及び社会的弱者」 (74%)，「 6.3.6 苦情解決」 (57%)は，製造業，非製造業
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人権　（課題数　８） 標準偏差
6.3.3 デューディリジェンス 43% 40% 33% 27% 63% 50% 50% 50% 33% 48% 44% 44% 71% 38% 0.13
6.3.4 人権に対する危機的状況 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0.00
6.3.5 加担の回避 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0.00
6.3.6 苦情解決 57% 64% 67% 64% 63% 50% 83% 50% 67% 42% 44% 44% 43% 38% 0.14
6.3.7 差別及び社会的弱者 74% 85% 83% 100% 88% 83% 83% 83% 78% 52% 44% 56% 71% 38% 0.19
6.3.8 市民的及び政治的権利 3% 3% 17% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 3% 0% 0% 0% 13% 0.06
6.3.9 経済的、社会的及び文化的権利 76% 79% 50% 73% 100% 83% 100% 100% 78% 69% 33% 100% 71% 75% 0.22
6.3.10 労働における基本的原則及び権利 29% 36% 50% 45% 38% 33% 17% 17% 33% 15% 11% 11% 0% 38% 0.16
2.81 3.07 3.00 3.09 3.50 3.00 3.33 3.00 2.89 2.27 1.78 2.44 2.57 2.38 0.49
35% 38% 38% 39% 44% 38% 42% 38% 36% 28% 22% 31% 32% 30% 0.06開示課題数（平均）/課題数
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のいずれの業種においても開示率が比較的高い。 
しかしながら，活動の具体的内容を見てみるとそれぞれワークライフバラ
ンスへの配慮，障害者等の雇用，社内を中心とするホットラインの開設など
が大半を占めており，いずれも社内の従業員に対する人権保護である点が特
徴といえる。「 6.3.4 人権に対する危機的状況」「 6.3.5 加担の回避」について
は開示している企業がゼロであるが，国内の企業の人権意識が主に従業員に
向いていると考えるならば，人権侵害の危険性が増大した紛争などの状況や
人権に対する違法行為に影響を及ぼす行為を前提とするこうした課題への関
心が低くなるのも肯ける。また言い方を変えるならば，わが国の企業に対し
てステイクホルダーがこうしたテーマに対するさらなる取り組みを要請して
いるわけではないとも考えられる。 
 
③ 6.4 労働慣行  
図表３－７ 「労働慣行」に関する開示状況 
 
5 つの課題に対して，全業種平均で 2.54 の課題に関する情報を開示してい
る。「開示課題数（平均）／課題数」は 51％で，製造業においては 57％，非
製造業では 39％であった。課題全体の標準偏差は 0.12 である。 
5 つの課題すべてにおいて，製造業が非製造業よりも高い開示率を示してい
る。その背景としては，製造業における労働者の構成が非製造業に比べて多
様性に富んでいることなどが考えられる。 
課題別の開示率では「 6.4.7 職場における人材育成及び訓練」（ 91%）と「 6.4.6
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銀行・保険
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その他
(８社)
労働慣行　（課題数　５） 標準偏差
6.4.3 雇用及び雇用関係 10% 12% 25% 9% 25% 17% 0% 0% 6% 6% 11% 0% 0% 13% 0.10
6.4.4 労働条件及び社会的保護 32% 37% 58% 27% 63% 50% 17% 17% 28% 21% 0% 11% 14% 63% 0.23
6.4.5 社会対話 43% 48% 58% 55% 63% 33% 67% 0% 44% 33% 56% 44% 29% 0% 0.23
6.4.6 労働における安全衛生 78% 94% 83% 100% 100% 100% 100% 83% 94% 45% 56% 67% 29% 25% 0.28
6.4.7 職場における人材育成及び訓練 91% 93% 100% 100% 88% 100% 100% 83% 83% 88% 78% 89% 100% 88% 0.08
2.54 2.84 3.25 2.91 3.38 3.00 2.83 1.83 2.56 1.94 2.00 2.11 1.71 1.88 0.61
51% 57% 65% 58% 68% 60% 57% 37% 51% 39% 40% 42% 34% 38% 0.12開示課題数（平均）/課題数
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労働における安全衛生」(78%)が中でも高い開示率を示す。この 2 課題につい
ては「輸送用機器」「鉄鋼・非鉄金属」「化学」でそれぞれ全企業が活動を推
進しており，「電気機器」「電力・ガス」においても高い率となっている。そ
の背景として，社会的な関心の高さに加えて企業にとってもアピールしたい
点であることが原因と考えられる。その反面「 6.4.3 雇用及び雇用関係」（ 10%）
「 6.4.4 労働条件及び社会的保護」(32%)，「 6.4.5 社会対話」（ 43%）の 3 課題
についてはいずれも 50%以下となっているが，これらについては日本企業にお
いては当然行うべきことと目されているために CSR の一環であると認識され
ていないケースがあることも考えられる。 
 
④ 6.5 環境 
図表３－８ 「環境」に関する開示状況 
 
4 つの課題に対して，全業種平均では 3.43 の課題について開示している。「開
示課題数（平均）／課題数」は 86％で， 7 つの中核主題の中で最も高い。日本
の CSR においては，環境保全に対する取り組みが他の中核主題に比べると進ん
でいることが示された。とくにステイクホルダーの関心も高い「 6.5.5 気候変
動の緩和及び気候変動への適応」に関しては 99%の企業が活動状況を開示して
おり， 37 ある ISO26000 の課題の中で最高率となった。課題全体の標準偏差は
0.12 である。 
業種別では，製造業においては 93％，非製造業では 72％であった。製造業と
非製造業との間で 21 ポイントの差があるが，製造業においては製品の生産にと
もなうエネルギー使用や廃棄物の発生，化学物質の使用などによる環境負荷が
大きいことから，ステイクホルダーに対する説明責任を強く意識していること
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環境　（課題数　４） 標準偏差
6.5.3 汚染の予防 76% 94% 92% 100% 88% 100% 100% 83% 94% 39% 67% 44% 14% 25% 0.31
6.5.4 持続可能な資源の利用 86% 93% 100% 91% 88% 100% 100% 100% 83% 73% 56% 89% 57% 88% 0.16
6.5.5 気候変動の緩和及び気候変動への適応 99% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 97% 89% 100% 100% 100% 0.03
6.5.6 環境保護、生物多様性、及び自然生息地の回復 82% 84% 100% 91% 100% 83% 83% 100% 56% 79% 67% 67% 100% 88% 0.16
3.43 3.70 3.92 3.82 3.75 3.83 3.83 3.83 3.33 2.88 2.78 3.00 2.71 3.00 0.48
86% 93% 98% 95% 94% 96% 96% 96% 83% 72% 69% 75% 68% 75% 0.12開示課題数（平均）/課題数
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がうかがえる。標準偏差をみると「 6.5.3 汚染の予防」が 0.31 であり，他に比
べると高い値となっている。 
さらにそれぞれの項目についての情報開示の内容も，過去からの環境負荷の
推移をグラフで示したり，具体的な環境負荷低減対策を紹介するなど，「環境」
以外のテーマについての記述と比べて充実した厚い記述となっている。その背
景としては，高度成長期以来の公害対策の実績がベースにあることや，多くの
企業で CSR 報告の歴史が環境報告から始まっていること，さらに ISO14001 をは
じめとする環境マネジメント・システムの普及があると考えられる。  
なお「 6.5.6 環境保護，生物多様性，及び自然生息地の回復」については，
生物多様性の保全に関する取り組みが散見されたが，これは 2010 年 10 月に生
物多様性条約第 10 回締約国会議 (COP10)が愛知県で開催されたことに関連する
と考えられる 23。  
 
⑤ 6.6 公正な事業慣行  
図表３－９ 「公正な事業慣行」に関する開示状況  
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公正な事業慣行　（課題数　５） 標準偏差
6.6.3 汚職防止 18% 21% 25% 36% 25% 17% 33% 0% 11% 12% 33% 11% 0% 0% 0.14
6.6.4 責任ある政治的関与 4% 4% 0% 0% 0% 0% 17% 0% 11% 3% 11% 0% 0% 0% 0.06
6.6.5 公正な競争 43% 48% 25% 45% 38% 83% 50% 67% 50% 33% 44% 33% 14% 38% 0.19
6.6.6 バリューチェーンにおける社会的責任の推進 59% 72% 92% 91% 50% 33% 100% 33% 72% 33% 33% 22% 29% 50% 0.29
6.6.7 財産権の尊重 27% 33% 42% 9% 13% 67% 17% 17% 50% 15% 11% 22% 0% 25% 0.20
1.51 1.78 1.83 1.82 1.25 2.00 2.17 1.17 1.94 0.97 1.33 0.89 0.43 1.13 0.54
30% 36% 37% 36% 25% 40% 43% 23% 39% 19% 27% 18% 9% 23% 0.11開示課題数（平均）/課題数
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5 つの課題に対して，全業種平均では 1.51 の課題について情報を開示してお
り「開示課題数（平均）／課題数」は 30％である。製造業においては 36％，非
製造業では 19％であった。課題全体の標準偏差は 0.11 である。 
最も多くの企業が開示している「 6.6.6 バリューチェーンにおける社会的責
                                                 
23経済同友会（ 2010）によると，生物多様性に対する取り組み方針を策定して
いる企業は 21%にとどまっており，100 社平均で 82％の企業が何らかの活動に
ついて開示しているという本分析の結果との差が大きい。ここから，方針は
ないが森林保全などの活動について一応報告書に掲載しておこうと考えた企
業が少なからず存在することがうかがえる。  
旧  
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任の推進」(59%)では，サプライチェーン等に対する CSR 調達を活動事例として
挙げる例が多かったが，そこからさらに進んでコンプライアンス等の CSR 推進
支援に取り組む例も増えてきている。またこの課題では，製造業で 72%，非製
造業で 33%と両者の差が大きく，製造業のなかでもとくに「化学」（ 100%），「電
気機器」（ 92%），「輸送用機器」（ 91%）が高い。これは，化学業界においては CSR
への対応が叫ばれ始める以前から化学製品の安全管理についての取り組みであ
るレスポンシブルケア 24への対応が進んでいたことが背景にあり，また電気機
器，輸送用機器では RoHS 指令に代表される市場からの圧力とサプライチェーン
に対する影響力の大きさが反映されていると考えることができる。「 6.6.6 バリ
ューチェーンにおける社会的責任の推進」は，標準偏差でも 0.29 と他に比べて
高い値となっており，業種間の開示率の差が大きいことがうかがえる。 
「 6.6.3 汚職防止」は，全体では開示率が 18%であるが「輸送用機器」（ 36%），
「化学」（ 33%），「卸売」（ 33%）の 3 業種が高い値となっている。この課題はリ
スク低減型の活動の典型ともいえるものであるが，海外での大型工場の進出や
大規模プロジェクトなどに関連し，外国政府や行政機関との接点が想定される
業種において顕著であるためだと考えられる。 
調査対象企業の CSR 報告書のほぼすべてが，コンプライアンスに関する体制
や規定，教育の実施状況などについての情報を開示している。しかしながら，
ISO26000 に掲げられた課題について個別具体的に掲載している例は少ない。  
また「 6.6.5 公正な競争」(43%)については，独占禁止法違反などの不祥事発
生企業において詳細に対応状況を紹介しているケースが散見されたが，自社に
とっての重要性（マテリアリティ）を重視した記載といえる。 
 
 
 
 
                                                 
24化学関連企業を対象に，化学製品の全ライフサイクルに亘って環境，健康，
安全面の対策を実施・改善し，その成果を公表する自主活動。わが国では 1995
年に日本レスポンシブルケア協議会が発足し，取り組みを推進してきた。  
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⑥ 6.7 消費者課題   
図表３－１０  「消費者課題」に関する開示状況  
 
7 つの課題に対して，全業種平均では 2.83 の課題について情報開示しており
「開示課題数（平均）／課題数」は 40％である。製造業においては 43％，非製
造業では 35％であり，製造業と非製造業の差は他の中核主題に比べて，比較的
小さいといえる。課題全体の標準偏差は「 6.4 労働慣行」「 6.5 環境」と同値の
0.12 である。 
課題別の開示率を見ると「 6.7.4 消費者の安全衛生の保護」 (72%)，「 6.7.6
消費者に対するサービス，支援，並びに苦情，及び紛争の解決」(68%)，「 6.7.7
消費者データ保護及びプライバシー」 (56%)において高い開示率となった。  
ISO26000 によると「 6.7.8 必要不可欠なサービスへのアクセス」（ 14%）は，
生活困窮者への電気，ガス，水道，通信などの生活インフラ確保を想定したも
のである。調査対象においてはそうした例は見当たらなかったが，「身障者等用
福祉車両の開発・普及」「大規模災害時の商品の提供」「弱視児童用の拡大文字
教科書」など，事業の特性やリソースを生かして社会課題に積極的にアプロー
チしようとするユニークな活動が見られた。  
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6.7.3
公正なマーケティング、事実に即した偏りのない
情報、及び公正な契約慣行 28% 28% 17% 9% 38% 0% 67% 17% 44% 27% 0% 0% 71% 50% 0.27
6.7.4 消費者の安全衛生の保護 72% 79% 75% 91% 88% 33% 83% 67% 89% 58% 22% 78% 57% 75% 0.23
6.7.5 持続可能な消費 28% 33% 17% 9% 88% 17% 33% 33% 39% 18% 0% 22% 0% 50% 0.25
6.7.6
消費者に対するサービス、支援、並びに苦情及
び紛争の解決 68% 72% 92% 73% 88% 83% 67% 33% 61% 61% 11% 67% 86% 88% 0.25
6.7.7 消費者データ保護及びプライバシー 56% 57% 83% 36% 75% 50% 17% 67% 56% 55% 56% 67% 71% 25% 0.21
6.7.8 必要不可欠なサービスへのアクセス 14% 14% 0% 45% 13% 0% 0% 17% 11% 15% 11% 33% 0% 13% 0.15
6.7.9 教育及び意識向上 17% 19% 8% 27% 38% 17% 0% 0% 28% 12% 0% 0% 14% 38% 0.15
2.83 3.01 2.92 2.91 4.25 2.00 2.67 2.33 3.28 2.45 1.00 2.67 3.00 3.38 0.83
40% 43% 42% 42% 61% 29% 38% 33% 47% 35% 14% 38% 43% 48% 0.12開示課題数（平均）/課題数
１００社
項
番
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業種
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(企業数)
　
　社会的責任の中核主題
　　　　　　　　　　および課題
　　製造業
　　(６７社)
　　非製造業
　　(３３社)
6.7
開示課題数（平均）
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⑦ 6.8 コミュニティへの参画及びコミュニティの発展  
 図表３－１１  「コミュニティへの参画及びコミュニティの発展」に関す
る開示状況 
 
7 つの課題に対して，全業種平均では 3.24 の課題について情報開示しており
「開示課題数（平均）／課題数」は 46％である。製造業においては 47％，非製
造業では 45％であった。課題全体の標準偏差は 0.05 である。 
「 6.8.8 健康」で最も高い開示率だったのは生命保険会社の属する「銀行・
保険」（ 71%）である。社会の健康増進が保険金支払の抑制につながることから，
社会課題に対する取り組みが本業にも寄与する CSR の典型といえる。 
また「 6.8.3 コミュニティへの参画」（ 91%），「 6.8.4 教育及び文化」（ 91%），
「 6.8.9 社会的投資」（ 76%）が高い数値となっており，地域貢献を重視するわ
が国の CSR の特性が現れている。一方「 6.8.5 雇用創出及び技能開発」（ 22%）
や「 6.8.7 富及び所得の創出」（ 9%）が低い水準にとどまっている点も，ヨーロ
ッパに比べて BOP ビジネスに対して消極的とされる 25わが国の企業の特徴と考
えられる。 
さらに，コミュニティへの参画及びコミュニティの発展というテーマと企業
との関わりに関して少し視点を変えると，他にも気になることが見えてくる。
                                                 
25 『BOP ビジネス政策研究会報告書』（経済産業省・BOP ビジネス政策研究会，
2010， 3 頁）など  
旧  
電気機器
(１２社)
輸送用
機器
(１１社)
電力
・ガス
(８社)
鉄鋼
・非鉄金属
(６社)
化学
(６社)
建設
(６社)
その他
(１８社)
卸売
(９社)
陸海空運
(９社)
銀行・保険
(７社)
その他
(８社)
コミュニティへの参画及びコミュニティの発展　（課題数　７） 標準偏差
6.8.3 コミュニティへの参画 91% 93% 83% 100% 100% 100% 100% 100% 83% 88% 100% 78% 71% 100% 0.11
6.8.4 教育及び文化 91% 94% 100% 82% 100% 100% 83% 100% 94% 85% 89% 67% 100% 88% 0.11
6.8.5 雇用創出及び技能開発 22% 24% 33% 9% 25% 0% 50% 17% 28% 18% 22% 22% 14% 13% 0.13
6.8.6 技術の開発及び技術へのアクセス 13% 16% 0% 18% 13% 17% 17% 33% 22% 6% 11% 11% 0% 0% 0.10
6.8.7 富及び所得の創出 9% 7% 8% 0% 25% 0% 0% 0% 11% 12% 22% 0% 14% 13% 0.09
6.8.8 健康 22% 19% 42% 18% 13% 0% 17% 0% 22% 27% 22% 11% 71% 13% 0.20
6.8.9 社会的投資 76% 76% 67% 73% 75% 67% 83% 83% 83% 76% 89% 78% 71% 63% 0.08
3.24 3.30 3.33 3.00 3.50 2.83 3.50 3.33 3.44 3.12 3.56 2.67 3.43 2.88 0.32
46% 47% 48% 43% 50% 40% 50% 48% 49% 45% 51% 38% 49% 41% 0.05開示課題数（平均）/課題数
１００社
項
番
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業種
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(企業数)
　
　社会的責任の中核主題
　　　　　　　　　　および課題
　　製造業
　　(６７社)
　　非製造業
　　(３３社)
6.8
開示課題数（平均）
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現在，日本は世界の先進国のなかで最も少子高齢化が進んでいる 26とされてお
り，国立社会保障・人口問題研究所（ 2013）によると 2025 年には総人口中 64
歳以上の国民の占める割合が 30％を超えることが見込まれている。また，こう
した中で 15～ 24 歳の若年層の非正規雇用率は 30％を超えており 27，大きな社会
問題となっている。しかし雇用に関連するこうした問題に対して， CSR 報告を
見る限り積極的に対応しようとしている企業は皆無である。ISO26000 に掲げら
れた「課題」は社会課題として認識するが，厳然と日本社会に存在するが
ISO26000 では触れられていない「課題」には目を向けていないのではないか。
小山（ 2011）では，社会課題を近視眼的に認識するあまり対応に失敗する事例
を「イシューマイオピア」として詳細に分析しているが，今回の分析からはコ
ミュニティの抱える課題に対する企業の適応においても同様のことが言える可
能性があると考えられる。 
 
4 節 小括 
 
中核主題，あるいは個別の課題によって，日本企業の CSR 情報の開示率は非
常に大きなばらつきがあるが，中核主題あるいは課題によって，製造業と非製
造業の差が大きなものとそうでもないものがあることが明らかになった。具体
的には「 6.3 人権」「 6.4 労働慣行」「 6.5 環境」「 6.6 公正な事業慣行」において，
製造業と非製造業の開示状況に比較的大きな差が見られた。また「 6.2 組織統
治」「 6.7 消費者課題」「 6.8 コミュニティへの参画及びコミュニティの発展」で
は大きな差は見られなかった。また製造業と非製造業の別による情報開示の状
況については，すべての中核主題において製造業の方が，開示率が高いことも
明らかになった。 
情報開示率の高い課題における具体例としては「リスク低減型活動」が多く
                                                 
26 国立社会保障・人口問題研究所ホームページによる。
http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/kaisetsu.pdf  
27 厚生労働省ホームページによる。
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/
genjou/ 
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見られる一方，情報開示率の低い課題においては「リスク低減型活動」と「機
会拡大型活動」の双方が紹介されていること，さらに「リスク低減型活動」の
内容は取り組んでいる企業の間では業種に関わらず具体的活動が類似しており，
「機会拡大型活動」は，企業の特質に応じた独自性の高いものが多いことも明
らかになった。 
以上の分析から，ISO26000 の中核主題及び課題のうち「 6.4 労働慣行」「 6.5
環境」「 6.7 消費者課題」などについては，同業種の企業間で相互に似通った社
会課題の存在が意識されており，それらに対して適応した CSR 活動を志向する
傾向がうかがえた。しかしながら本分析の結果からだけでは，残念ながら一定
のイシュー・マネジメント機能が働いていると断言できるエビデンスが得られ
たとはいえない。この点については，少子高齢化など ISO26000 に掲げられてい
ない日本社会の課題に対して， CSR の一環として取り組んでいる例が少ないこ
とからも推察できよう。 
そこで，次章では質問票調査の結果分析を手掛かりにして，イシュー・マネ
ジメントの現状などについて議論する。  
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第 4 章 日本企業の社会課題適応マネジメント  
－ 質問票による分析から 
 
前章まで，企業が自社の CSR 活動をマネジメントするうえで，社会的な課題
に対してどう対応するべきかという社会課題への適応マネジメントを行うこと
の重要性と課題について考察してきた。また実際に CSR 活動としてどのような
活動が展開されているのかについて業種別に現状分析を行ってきた。本章にお
いては日本企業においてイシュー・マネジメントがどのように実践されている
のか，その実践を規定する要因は何なのか，またそれが社会的にどのように評
価されているのかについて， CSR に対する意義の認識に着目しながら質問票調
査 28を実施して実証的に考察する。 
 
1 節  分析の方法  
 
本研究の関心は，さまざまな社会の課題に対して企業が対応し， CSR 活動の
として反映させるうえでイシュー･マネジメントがどのように機能し，成果につ
ないでいくのかを明らかにする点にある。この点について論じるためには，ま
ず「イシュー･マネジメント」とは何なのかについて明確にする必要がある。 
現時点でわが国の企業の CSR 担当者の間においてイシュー･マネジメントの
概念が一般化しているとは言い難く，イシュー･マネジメントという言葉そのも
のもほとんど使われてはいない。こうした状況でイシュー･マネジメントそのも
のについて質問することは，その定義のあいまいさ故に調査に混乱をきたす可
能性がある。そこで第 2 章 3 節で確認したイシュー・マネジメント論に関する
先行研究を参考にして，イシュー・マネジメントの実践プロセスを次の 4 つの
ステップに分けて，一般的な言葉によって言い換えることで質問・回答が円滑
に行えるようにした。 4 つのステップとは，①「社会課題の認識」→②「社会
課題の分析」→③「政策の選択」→④「活動の評価」に至り，再び①「社会課
題の認識」に戻るマネジメントサイクルとした。これらの実践が CSR 活動のな
                                                 
28 質問票の内容は，巻末資料（３）を参照のこと。  
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かに反映されることによって，企業の CSR のありようにどのように影響を及ぼ
しているのかを検討する。 
 
図表４－１ 本分析におけるイシュー・マネジメントの実践プロセス  
 
 
（出所  筆者作成） 
 
最初のプロセスである「社会課題の認識」とは，世の中に存在する多くの社
会的課題のなかから，自社の事業活動と関連づけられるべきものを抽出する段
階である。 Porter & Kramer（ 2006）の「社会問題の分類」，あるいは Lawrence 
and Weber（ 2011）における「課題事項の認識」（ p.50）に相当する活動である。 
企業が事業活動を通じて社会課題の解決に貢献するためには，事業の内容や
企業活動を通じて社内に蓄積されたリソースとの整合性などを踏まえて，数限
りない社会課題のなかから，まずどの課題に対してアプローチしていくかを特
定する必要がある。そこでここでは社会課題のそのものの把握と，ステイクホ
ルダーから自社に寄せられる CSR 上の要望や期待をどのようにキャッチしてい
くのかが重要となってくると解される。 
次に「社会課題の分析」とは， Lawrence & Weber（ 2011）が「課題事項の分
析」と規定している段階である。イシュー・マネジメントにおいては「社会課
題の認識」のための活動によって収集した情報のなかから，自社が CSR 活動と
して取り組むべき社会課題を絞り込む，換言すれば多くの社会課題に対して優
先順位を設定することの重要性が指摘されている。この点を踏まえて，本調査
では「社会課題の認識」によって得られた情報について各企業がどのように対
応を行っているのかを質問している。  
続く「政策の選択」とは，Lawrence & Weber（ 2011）が「政策オプション」
及び「プログラムの設計」と規定している段階である。「社会課題の分析」にお
いて優先順位付けがなされた社会課題に対して，自社は何をどうすべきかを考
えるのがこの段階である。しかし，日本企業においては，政策オプションとそ
社会課題の  
認識  
社会課題の  
分析  
政策の  
選択  
活動の  
評価  
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の実施に関するプログラムを切り離して議論することは一般的ではないと考え
られる。それらはセットで議論されて，最終的には年間 CSR 目標や活動計画と
して承認を受けた後に内外に発表され，実践に移される。本調査ではその点を
考慮し，分かりやすさや答えやすさを確保するために２つのステップを「政策
の選択」にまとめることとした。 
最後の「活動の評価」とは「政策の選択」において策定した目標への到達度
などによるものが想定される。 Lawrence & Weber（ 2011）では「その活動につ
いて研究し，もし必要ならば調整を行わなければならない」（ p.51）としており，
この最後のステップが次年度の「課題事項の認識」につながっていくことが示
唆されている。企業は，多くの場合１年間でこのサイクルを一巡させて，活動
内容や成果，次年度への課題などを CSR 報告書やサステナビリティ・レポート
といった年次報告によって開示するのである。  
本章においては，上述のイシュー・マネジメントを中心にいくつかの仮説を
立てて， CSR に対する意義認識と実践との関連，実践による効果の現出，さら
に効果導出と CSR に対する意義認識との関連について分析を進める。  
  
 
2 節 仮説の導出とイシュー・マネジメントの定義  
 
本章におけるリサーチクエスチョンは，前述のように「社会課題への適応マ
ネジメントの実践を推進させる要因は何か」，そして「社会課題適応マネジメン
トを実践することによって，CSR の社会課題への適応度合いは向上するのか」
であり，とくにこれらに対して CSR に取り組む意義の認識がどのように関連し
ているのかについて明らかにする。第 2 章で確認したように，イシュー・マネ
ジメントの重要性は多くの研究者によって指摘されている。しかし，日本にお
いてイシュー・マネジメント実践を推進する要因や CSR に対する意義認識との
関連，さらにイシュー･マネジメントの実践が社会課題への適応にどのように影
響しているのかについて実証的に考察を行った研究は行われていない。こうし
た点を解明するために，本研究では次のように仮説を設定する。 
51 
 
 
仮説１  CSR に取り組む意義を高く認識することは，イシュー・マネジメン
トの実践に正の影響を及ぼす 
先行研究では，CSR の意義認識そのものとイシュー･マネジメントの関連は必
ずしも明確にはならなかった。しかし第 2 章 5 節で議論したように，組織文化
や経営理念などの研究を通じて，CSR に取り組む意義を高く認識することは「組
織価値観の醸成」に密接に関連していることや，経営理念の意義に包含される
企業の「社会適応機能」を強化することが推察される。「 CSR に取り組む意義」
とは， CSR に取り組む意義の重要性についての認識であり，それは「なぜゆえ
に自社は CSR に対して取り組まなければならないのか」，「それによってどのよ
うにメリットが得られると考えているのか」という問いかけを起点に，企業に
内在していた経営理念や存在理由に照らして，内発的に創造された新たな価値
観であるといえる。こうした点から，CSR に取り組むことの意義を高く認識し，
その重要性を組織内に共有しようとする意識はイシュー･マネジメント実践を
推進する要因となりえると考えたことから本仮説を導出した。 
 
仮説２  イシュー・マネジメントの実践は， CSR 活動の外部評価に正の影響
を及ぼす 
先行研究では，イシュー・マネジメントを社内で実践することによって CSR
を推進するうえで対応すべき社会課題を明確にし，それに対する適切な政策（実
務上では実施計画や重要評価指標，あるいは目標）を決定し，活動の結果を評
価分析したうえで次年度の活動につないで行くことができていれば，取り組む
べき社会課題に対して，時機を逸することなく CSR 活動のプログラムに取り込
むことができるため，結果的に CSR に対する外部評価にプラスの影響を及ぼす
可能性があることが示されている。日本企業においてもこうしたメカニズムが
働いているか否かを検証するために，本仮説を設定した。 
ここで CSR 活動の外部評価のスコアを被説明変数としたのは， CSR 活動の社
会課題適応度を直接示す変数が見当たらないためであり，社会課題により適応
した CSR 活動を行っている企業は CSR の対する評価が高まるという考え方に基
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づいて代理指標に採用したものである。 
本章においては，上記の 2 つの仮説の検証を主たる目的とするが，それぞれ
の仮説に関連してさらに深く問題を掘り下げるために探索的な分析を行う。そ
れは，次の各点である。 
 
関連分析１ イシュー･マネジメントの実践につながる「CSR に取り組む意
義の認識」を形成するうえでは，どのような CSR の動機付け
が有効なのか。 
 
関連分析２  イシュー･マネジメントを実践する際の「CSR に取り組む意
義の認識」の違いは， CSR 活動の外部評価に何らかの関連が
あるのか。 
仮説１には上記の関連分析１が，仮説２には関連分析２がそれぞれ対応して
いる。これらの点について分析する意味合いは，関連分析１については仮説１
が分析により支持されたと仮定した場合に，また関連分析２は仮説１及び仮説
２の双方が分析結果によって支持された場合に必然的に発生してくる問いかけ
であるうえに，双方ともにイシュー･マネジメントの推進に関する実務的意義の
面からも重要な点であると考えるからにほかならない。  
2 つの仮説，及び 2 つの関連分析を含めた本章の分析内容を，図表４－２に
示す。 
 
図表４－２ 本章で検討する仮説等の位置づけ  
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CSR に関す
る 外 部 評 価
の向上  
動機Ａ  
動機 B     
動機○      
・  
・      
仮説１  仮説２  
関連分析１  
関連分析２  
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左端には企業が CSR に取り組むことが必要であると判断する要因となる「動
機」がある。こうした動機のいくつかが「 CSR に取り組む意義の認識」を形成
して，実際に CSR 活動に取り組むこととなる  。CSR を推進するうえでは，社会
課題への適応を円滑に効率よく行うために「イシュー･マネジメントの実践」を
図ることになる。このことが社会課題に適応した CSR 活動の推進を促して，結
果的に「 CSR に関する外部評価が向上する」という一連のフローを想定する。 
これに対して「 CSR に対する意義認識」と「イシュー･マネジメントの実践」
の関連を，仮説１の検証を通じて，「イシュー･マネジメントの実践」と「 CSR
に関する外部評価」の関連を仮説 2 の検証を通じて分析する。また，イシュー･
マネジメントの実践につながる「 CSR に取り組む意義の認識」に有効な動機付
けについては関連分析①で，CSR 活動の外部評価とイシュー･マネジメントを実
践する際の「 CSR に取り組む意義の認識」との関係については関連分析②で検
討する。 
仮説１の説明変数は， CSR に取り組む意義の認識である。今回の質問票調査
においては，問 4 として「貴社では，売上高や利益などの財務面の重要性と比
べると， CSR に取り組む意義はどのように位置付けられていますか。該当する
と思われる数字ひとつに○をつけてください」という問いを設けており，「とて
も低い」を「 1」，「とても高い」を「4」とするリッカートスケールで回答を得
ている。ここでは企業が回答した選択肢の数値を説明変数とした。  
被説明変数は「イシュー・マネジメントの実践」に関連する「社会課題の認
識」「社会課題の分析」「政策の選択」「活動の評価」の 4 つのステップの実践度
である。今回の質問票調査ではこれらそれぞれに関する具体的な活動を選択肢
として挙げ，それらのなかから自社で実践していると考えられる活動について
は「行っている（ 1 ポイント）」，実践できていない活動には「行っていない（ 0
ポイント）」に○を付けてもらっている。これらイシュー・マネジメントの実施
状況について 4 つのステップごとの実施している数を選択肢の総数で割った平
均ポイントの合計値（以下「イシュー・マネジメントスコア」と呼称する）を
被説明変数としている。また「イシュー･マネジメントの実践状況」と「 CSR に
関する第三者評価」との関連の分析においては，分析の参考とするためにイシ
54 
 
ュー･マネジメントの 4 つの項目それぞれの平均値も変数として採用した。  
「社会課題の認識」「社会課題の分析」「政策の選択」「活動の評価」の 4 つの
項目についての具体的な活動の選択肢として掲げた項目を，図表４－３から図
表４－６に示す。これらの選択肢は，各社の CSR 報告書の記載内容や，筆者の
コクヨ株式会社  CSR 部  環境マネジメントグループでの実務経験，あるいは CSR
報告書の編集支援業務などを通じて行ってきた，企業の CSR 担当者との情報交
換などから，日本企業で実践されている可能性があると思われる活動を想定し
て決定した。  
 
図表４－３ 「社会課題の認識」に関する選択肢  
 
 
 
 
 
 
 
 
ここでは幾多の社会課題のなかから，自社に対してステイクホルダーが解決
に向けた一定のアクションを期待しているものは何かを認識するために必要と
考えられる 11 項目の活動について，選択肢として挙げている。 
多くのステイクホルダーのなかでも特に重要と考えられる顧客，取引先，社
員の 3 つに対しては，相談窓口，各種の会議など一般的な接点からの情報収集
と，特に CSR の観点から実施するアンケート調査について実施状況を聞いた。
また特定のしにくさからアンケート調査が困難と考えられる NPO・NGO 等につい
ては一般的な情報収集のみについて実施状況を聞いた。株主・投資家，行政，
地域住民などその他のステイクホルダーについては，不特定多数に対して開か
れた窓口である CSR 報告書や WEB のアンケートでの情報収集について聞いてい
る。他には多くの企業が関心をもって参照・分析している同業他社の CSR 報告
「社会課題の認識」について
①顧客との接点での情報をCSRの視点で集約
②顧客に対するアンケートを実施
③取引先（サプライヤー）接点での情報をCSRの視点で集約
④取引先（サプライヤー）に対するアンケートを実施
⑤社員の意見をCSRの視点で集約
⑥社員に対するアンケートを実施
⑦NPO・NGOの意見をCSRの視点で集約
⑧CSR報告書のアンケートを集計
⑨ＷＥＢ上のCSRサイトのアンケートを集計
⑩同業他社のCSR報告書などを分析
⑪コンサルティング会社に調査を依頼
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書と， CSR のみならずマーケティングなど様々な局面で利用していると考えら
れるコンサルティング会社などからの社会課題の収集状況についても，特に選
択肢を設けた。 
 
図表４－４ 「社会課題の分析」に関する選択肢  
 
 
 
 
 
 
 
 
図表４－４では，ステイクホルダーから対応することを期待されている「社
会課題」に対して評価したうえで，自社が CSR 活動として展開すべきテーマを
特定し，優先順位をつけるための 10 項目の組織体制の整備や活動を選択肢とし
た。考慮すべき点は，ボードスタッフや各部署などとの社内的調整，ステイク
ホルダーをはじめとする社外からの要請の選択，及びそれらの整合性の維持で
ある。なお，本質問項目の選択肢決定に当たっては， AccountAbility 29の公表
したステイクホルダー・エンゲージメントのガイドライン“ AA1000 Stakeholder 
Engagement Standard（以下 AA1000SES）”のマテリアリティテストの項目を参
考にした。 
まず組織体制の整備状況としては，社会課題の分析を担当する部署の有無，
及び討議する委員会などの会議体の有無について選択肢を設けた。さらにトッ
プが関与する体制が整えられているかについても，とくに選択肢を設けて実施
状況を聞く選択肢を設けた。次に，AA1000SES のみならず ISO（2011）において
                                                 
29 企業や非営利団体の社会的責任や倫理的行動の実践を促すために 1996 年に
英国で設立された専門家組織。「社会的・倫理的な会計・監査・報告」の推
進を主な活動領域としている。  
「社会課題の分析」について
①担当する部署がある
②討議する会議体がある
③トップが関与している
④顧客の意見を聞くしくみがある
⑤取引先（サプライヤー）の意見を聞くしくみがある
⑥社員の意見を聞くしくみがある
⑦NPO・NGOの意見を聞くしくみがある
⑧株主・投資家の意見を聞くしくみがある
⑨コンサルティング会社の意見を聞くしくみがある
⑩同業他社の活動を分析している
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も，企業の CSR 上の意思決定に際して重視することが求められているステイク
ホルダー・エンゲージメント 30の考え方に基づいて，顧客，取引先，社員，NPO・
NGO，株主・投資家及びコンサルティング会社との意見交換を行う仕組みや体制
の有無を問う選択肢を設けた。さらに社会課題としての重要度が比較的類似し
ていると考えられる同業他社の活動分析を最後の選択肢とした。これらの選択
肢と AA1000SES のマテリアリティテストで指摘された項目の関連は，以下に示
したとおりである。 
 
AA1000SES のマテリアリティテスト項目    「社会課題分析」選択肢 
・「ステイクホルダーの関心と行動」―――――④⑤⑥⑦⑧⑨ 
・「社会的規範」――――――――――――――⑨ 
・「業界規範」―――――――――――――――⑩ 
・「経営方針との関連性」――――――――――②③ 
・「短期的財務業績」――――――――――――②③ 
 
図表４－５ 「政策の選択」に関する選択肢 
 
 
 
 
 
 
 
 
「政策の選択」は， CSR 活動を進めるうえでの活動目標や年間計画の決定に
ついての質問である。本設問においても重要な点は社内的調整，社外要請の選
                                                 
30 ISO（ 2011）では，ステイクホルダー・エンゲージメントを行う効果につい
て「ステイクホルダー・エンゲージメントは，自らの決定に関し，情報に基
づいた根拠を提供することによって，その組織の社会的責任の仕組みを助け
る」（ ISO， 2011，p.75）と述べている。  
「政策の選択」について
①担当する部署がある
②討議する会議体がある
③トップが関与している
④顧客の意見を聞くしくみがある
⑤取引先（サプライヤー）の意見を聞くしくみがある
⑥社員の意見を聞くしくみがある
⑦NPO・NGOの意見を聞くしくみがある
⑧株主・投資家の意見を聞くしくみがある
⑨コンサルティング会社の意見を聞くしくみがある
⑩同業他社の活動を分析している
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択，及びそれらの整合性の維持であり，それらに対応する組織体制や活動の有
無が本設問のポイントとなる。これらの点は「社会課題の分析」において設け
た選択肢によってほぼ充足されていると考えたことから，同様の 10 項目の活動
や体制を選択肢とした。 
 
図表４－６ 「活動の評価」に関する選択肢 
「活動の評価」について
①担当する部署を決めている
②討議する会議体がある
③トップが関与している
④顧客の意見を聞いている
⑤取引先（サプライヤー）の意見を聞いている
⑥社員の意見を聞いている
⑦NPO・NGOの意見を聞いている
⑧株主・投資家の意見を聞いている
⑨コンサルティング会社の意見を聞いている
⑩同業他社の活動を分析している  
「活動の評価」は，年間の活動の成果をどのように集約し，評価しているか
について問うている。選択肢は「社会課題の分析」「政策の決定」と同様の 10
項目である。 
仮説１においては，説明変数の「 CSR 意義認識」以外にも被説明変数である
「イシュー･マネジメントスコア」に影響を及ぼしうる要因として，「企業規模」
「外国人株主比率」「海外売上比率」「業種ダミー」の 4 つを，コントロール変
数として採用した。「企業規模」が CSR 経営の認知や実践に及ぼす影響について
のわが国における先行的な研究としては，國部・平山（ 2004），東京商工会議所
（ 2005，13 頁）や，立教大学ビジネスクリエーター創出センター CSR 研究会（ 2006，
97 頁），梶原・國部（ 2012，105 頁）などがある。いずれにおいても，企業規模
が大きい企業において，そうでない企業よりも CSR への取り組みはおおむね進
んでいることが示されている。そこで有価証券報告書などにより調査対象企業
の 2012 年度の総資産額を確認すると，数億円規模から一兆円を超える企業まで
幅広く存在していることが分かった。そのため， 100 万円単位での総資産額を
対数変換した値を変数として採用することとした。 
「外国人株主比率」及び「海外売上比率」については，谷本（ 2004）が「世
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界的に CSR への関心が高まる状況において，グローバルな取り組みを統括する
管理体制の構築と状況の把握が企業の命運を左右しかねないことは，過去の諸
事例が示すところである」（ 55 頁）と指摘しているように，CSR の適切なマネジ
メントが海外進出企業の重要な生命線の一つであると考えられることから採用
した。これらについては，  2012 年度の海外売上比率（％）と外国人株主比率
を出し，そのまま変数とした。「業種ダミー」は， Nishitani et al.（ 2013）な
どの先行研究を参考に，最終消費者に近い B to C ビジネスを推進する企業に対
しては B to B 企業よりもより強く社会課題に対する適応が求められるのではな
いかとの推論に基づき設定した。これは「 B to C」ならば「 1」，「 B to B」なら
ば「 0」とするダミー変数である 31。  
なお，「企業規模」「外国人株主比率」「海外売上比率」のデータは原則として
有価証券報告書から抜粋したが，非上場企業や持ち株会社化されている企業な
どについては，当該企業の IR 関連サイトなどから情報を取得して，データ化し
た。 
次に仮説２において被説明変数として採用したのは， CSR 活動の外部評価の
スコアである。これは，前述したたように社会課題に対してより適応した CSR
活動を行っている企業については，当該企業の CSR の対する評価が高まるとい
うことを前提として設けた代理指標である。具体的には，東洋経済新報社が自
社のホームページ及びデータベースサービスなどで発表した「 CSR 企業ランキ
ング 2013」 32における CSR スコアを被説明変数として採用した。ランキングの
決定に採用したデータは，同社が毎年行っている東洋経済「 CSR 調査」データ
である。2013 年は，第 8 回目の調査として，2012 年 6 月に全上場企業・主要未
上場企業 3,603 社を対象に調査票を送付し，それに対する回答結果等をもとに
1,128 社（上場 1073 社，未上場 55 社）の CSR パフォーマンスのデータを取り
                                                 
31「 B to C」と「 B to B」の区別は  Nishitani． Kokubu & Kajiwara（ 2013）の
サプライチェーン上流，下流の分類を参考に，食品，医薬品，機械，電気機
器，輸送用機械，精密機械，電気・ガス，情報・通信，小売，不動産，サー
ビスを B to C。水産・農林，建設，繊維，パルプ・紙，化学，ガラス，土石
製品，鉄鋼，非鉄金属，金属製品，陸運，海運，卸売を B to B と分類した。
また，その他製品は事業内容により適宜分別した。  
32 2013 年 3 月 25 日発表。http://toyokeizai.net/articles/ -/13365 
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まとめられたものである。対象会社は 2012 年 9 月 1 日時点に上場している一般
事業会社であり，銀行，証券，保険，その他金融，未上場を除くとしている。  
「 CSR 企業ランキング 2013」では，「人材活用」（ 100 点満点），「環境」
（ 100 点満点），「企業統治及び社会性」（ 100 点満点）に，「収益性」「安全
性」「規模」の 3 分野の調査結果を総合した「財務」の評価（ 300 点満点）が
加味され，合計 600 点満点で採点を行い，その総合点数により順位付けが行わ
れている。 CSR 分野の「人材活用」「環境」「企業統治」「社会性」の 4 分野
別の評価はすべてアンケート調査によるものではあるが，アンケート調査の過
程での取材等で入手したデータは一部加味されているとしている。評価はすべ
て加点方式で行い，回答内容による減点はない。  
上記のように「 CSR 企業ランキング 2013」の決定においては当該企業の CSR
活動による成果の評価指標として，対象や基準に関する網羅性や透明性，公平
性，客観性が一定以上担保されていると考えられることから，仮説２の被説明
変数として採用した。なお今回の分析においては純粋に CSR 活動のパフォーマ
ンスに対する評価のみを対象とすることが重要と考えて「 CSR 企業ランキング
2013」の 600 点満点のスコアから 300 点満点で評価されている「財務」評価を
除き， CSR に関連する「人材活用」「環境」「企業統治及び社会性」の計 300
点満点の得点（以下「 CSR スコア」と呼称する）を被説明変数とした。 
調査対象企業は，前述した「 CSR 企業ランキング 2013」の上位 700 位までに
ランクインした 701 社 33とし，回答者は自社の CSR マネジメントの現状を熟知
していると考えられる「 CSR 推進部門の責任者，もしくはそれに準じる方」と
指定した 34。また調査票の回答に当たっては「 CSR 企業ランキング 2013」との
時系列的な整合性を確保するために，「 CSR 企業ランキング 2013」の調査対象期
間である 2012 年 4 月から 2013 年 3 月の期間における取り組みについて答えて
もらうこととした。質問票は 2013 年 7 月 17 日に投函し，当初は 8 月 23 日を締
                                                 
33 同得点で 700 位の企業が 2 社存在したため 
34  なお質問票の構成，質問内容の決定においては，在阪の別々の上場企業の
CSR マネジメント部署で管理的立場にある筆者の知人 2 名に個別にプレビ
ューを依頼し，それぞれからの質問や意見を受けることによって，質問の意
図が伝わりやすく，また誤った意味に受け取られないようにするための改善
を図った。  
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切とした。 8 月 16 日にハガキによって調査協力の再依頼をする際に，締切を 9
月 6 日に延長することを通知し，回収率のさらなる増加を図った。  
 
 
3 節 記述統計分析  
 
質問票調査の回答締め切りとした 9 月 6 日までに調査票が回答されてきたの
は，計 136 社（ 19.4％）である。そのうち 1 社は，社名，担当者名，連絡先等
が全く記載されていなかったために調査対象としての採用を見送った。さらに
回帰分析に使用するデータとして使用する質問に欠損値のある企業 7 社のデー
タを除外した。そのため有効回答数は 128 社 35，有効回答率は 18.3％となった。  
回答企業の業種別内訳と構成を，図表４－７に示す。 
 
図表４－７ 回答企業の業種分類 
業種 企業数 構成比 業種 企業数 構成比
水産・農林 １社 0.8% 電気機器 ２６社 20.2%
建設 １０社 7.8% 輸送用機械 ３社 2.3%
食品 １３社 10.1% 精密機器 １社 0.8%
繊維製品 ２社 1.6% その他製品 ６社 4.7%
パルプ・紙 １社 0.8% 電気・ガス ２社 1.6%
化学 １２社 9.3% 陸運 １社 0.8%
医薬品 ３社 2.3% 海運 １社 0.8%
ゴム製品 ２社 1.6% 情報・通信 ５社 3.9%
ガラス・土石製品 ５社 3.9% 卸売 １０社 7.8%
鉄鋼 ２社 1.6% 小売 ６社 4.7%
非鉄金属 ３社 2.3% 不動産 ２社 1.6%
金属製品 ２社 1.6% サービス １社 0.8%
機械 ７社 5.4% 全業種 １２８社 100%
 
なお，ノンレスポンス・バイアスの存在を検証するために，回答企業と非回
答企業との間の業種分布に相違の有無について一様検定を行った。その結果，
χ 2 値は 39.652，自由度（ df）は 28 となった。自由度 28 での 5％水準（ p=0.05）
のχ 2 分布表の値は 41.337 であり，ここから統計上有意な差が認められないこ
とを確認した。 
                                                 
35 実際に各分析に使ったデータの N 数は，個別の回答の欠損などのために，128
よりも少なくなっている。 
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次に，本分析に採用した設問とそれに対する回答についての概要を述べる。 
「 CSR に取り組む意義の認識」について「貴社では，売上高や利益などの財
務面の重要性と比べると， CSR に取り組む意義はどのように位置付けられてい
ますか」という設問を設けた。これに対する回答は図表４－８に示した通りで
あった。 
 
図表４－８ 財務面と比較した CSR に取り組む意義 
とても低い
１
やや低い
２
やや高い
３
とても高い
４
CSRに取り組む
意義の位置づけ
4 71 32 18
  
財務面と比較すると「やや低い」との回答が過半数となったが，40％を超え
る企業が，財務面よりも CSR を重視していると回答した点は注目したい。  
「社会課題の認識」についての回答は，図表４－９に示した通りである。顧
客や取引先に比べると社員を情報収集源として重視している反面，NPO・NGO や
コンサルタントなどは重視していない傾向がうかがえる。また，自社の CSR 報
告書に対するアンケートの回答や同業他社の報告書に対する注目度は非常に高
いことが分かった。   
 
図表４－９ 「社会課題の認識」のための活動  
行って 行って
いない いる
0 1
①顧客との接点での情報をＣＳＲの視点で集約 66 62 0.48
②顧客に対するアンケートを実施 69 59 0.46
③取引先（ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ）接点での情報をＣＳＲの視点
で集約
67 61 0.48
④取引先（ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ）に対するアンケートを実施 67 61 0.48
⑤社員の意見をＣＳＲの視点で集約 54 74 0.58
⑥社員に対するアンケートを実施 49 79 0.62
⑦ＮＰＯ・ＮＧＯの意見をＣＳＲの視点で集約 102 26 0.20
⑧ＣＳＲ報告書のアンケートを集計 58 70 0.55
⑨ＷＥＢ上のＣＳＲサイトのアンケートを集計 79 49 0.38
⑩同業他社のＣＳＲ報告書などを分析 23 105 0.82
⑪コンサルティング会社に調査を依頼 102 26 0.20
平均
 
 
「社会課題の分析」についての回答は，図表４－１０に示した通りである。
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約 2／ 3 の企業に担当部署が設置されており，半数を超える企業でトップの関与
や社員の意見を得ながら課題を分析し対応すべき課題を絞り込んでいる状況で
ある。また CSR 報告書などから得た同業他社の活動情報も，分析の重要な参考
になっていることがうかがえる結果である。  
 
図表４－１０  「社会課題の分析」のための活動  
 
「政策の選択」についての回答は，図表４－１１に示した。「社会課題の分
析」よりも多い 9 割以上の企業に「政策の選択」を担当する部署があり， 8 割
を超える企業でトップが関与していること，また 3／ 4 の企業に会議体が設けら
れていることは特筆すべき点であろう。また株主の意見を聞くと答えた企業も，
過半数にのぼっていることが分かる。概して，イシュー・マネジメントの 4 つ
の実践プロセスのなかで「政策の選択」に関する対応度が最も進んでいるとい
える。  
 
 
 
 
 
 
 
行って 行って
いない いる
0 1
①担当する部署がある 40 88 0.69
②討議する会議体がある 52 76 0.59
③トップが関与している 47 81 0.63
④顧客の意見を聞くしくみがある 79 49 0.38
⑤取引先（ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ）の意見を聞くしくみがある 88 40 0.31
⑥社員の意見を聞くしくみがある 60 68 0.53
⑦ＮＰＯ・ＮＧＯの意見を聞くしくみがある 93 35 0.27
⑧株主・投資家の意見を聞くしくみがある 75 53 0.41
⑨コンサルティング会社の意見を聞くしくみがある 95 33 0.26
⑩同業他社の活動を分析している 53 75 0.59
平均
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図表４－１１  「政策の選択」のための活動  
行って 行って
いない いる
0 1
①担当する部署がある 12 116 0.91
②討議する会議体がある 32 96 0.75
③トップが関与している 23 105 0.82
④顧客の意見を聞くしくみがある 61 67 0.52
⑤取引先（ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ）の意見を聞くしくみがある 67 61 0.48
⑥社員の意見を聞くしくみがある 39 89 0.70
⑦ＮＰＯ・ＮＧＯの意見を聞くしくみがある 91 37 0.29
⑧株主・投資家の意見を聞くしくみがある 56 72 0.56
⑨コンサルティング会社の意見を聞くしくみがある 91 37 0.29
⑩同業他社の活動を分析している 31 97 0.76
平均
 
「活動の評価」についての回答は，図表４－１２に示した。担当部署を決め
ているとする回答が「政策の選択」とほぼ同じ 9 割弱となっている。しかし，
会議体の設置やトップの関与，社員・取引先の意見を聞く仕組み，同業他社の
活動分析などといった項目で，軒並み「政策の選択」に比べて大きく実践の度
合いが下がっている点が，「活動の評価」の大きな特徴である。ここから，活動
した結果をどう評価してどう次年度につないでいくかについての関心は「政策
の選択」に比べると低いことが理解できる。  
 
図表４－１２  「活動の評価」のための活動 
行って 行って
いない いる
0 1
①担当する部署を決めている 18 110 0.86
②討議する会議体がある 40 88 0.69
③トップが関与している 33 95 0.74
④顧客の意見を聞いている 67 61 0.48
⑤取引先（ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ）の意見を聞いている 84 44 0.34
⑥社員の意見を聞いている 52 76 0.59
⑦ＮＰＯ・ＮＧＯの意見を聞いている 92 36 0.28
⑧株主・投資家の意見を聞いている 68 60 0.47
⑨コンサルティング会社の意見を聞いている 90 38 0.30
⑩同業他社の活動を分析している 46 82 0.64
平均
 
 
以上の回答データ等に基づいて，次節以降では仮説の分析を行う。  
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4 節 イシュー・マネジメント実践と意義認識の関連性  
 
本節では，仮設１「 CSR に取り組む意義を高く認識することは，イシュー・
マネジメントの実践に正の影響を及ぼす」について分析する。仮説１の検証に
おいては，「イシュー・マネジメントスコア」を被説明変数とし，図表 4－8 に
示したリッカートスケールの値を変数とする「 CSR に取り組む意義認識」を説
明変数，「企業規模」「外国人株主比率」「海外売上比率」「業種ダミー」をコン
トロール変数とする重回帰分析 36を行った。 
本分析のフレームワークを次頁の図表４－１３に示す。 
 
図表４－１３  分析フレームワーク 
 
 
 
 
 
 
 
上記の分析フレームワークに基づいて，以下の重回帰モデルを想定した。  
モデル（１） 
イシュー・マネジメントスコア＝β０＋β１（ CSR 意義認識）＋β２（コント
ロール変数 :「企業規模」「外国人株主比率」「海外売上比率」「業
種ダミー」）＋ｕ 
なお，β０は定数項，ｕは誤差項を示している  。 
各変数の記述統計量は図表４－１４に示した通りである。なお，度数は当該
項目において欠損値のない回答の集計値である。 
 
                                                 
36分析には， IBM 社の多変量解析ソフトである「 IBM SPSS Statistics 20」を
使用した。  
説明変数  
・ CSR 意義認識  
・コントロール変数  
企業規模  
外国人株主比率  
海外売上比率  
業種ダミー  
被説明変数  
イシュー・マネジメントスコア  
 
（「社会課題の認識」「社会課題の
分析」「政策の選択」「活動の評
価」の合計ポイント）  
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図表４－１４  記述統計量 
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
イシューマネジメントスコア 122 0.00 4.00 2.0598 1.05313
意義認識 122 1.0 4.0 2.500 .7714
企業規模 122 4 7 5.98 .721
外国人株主比率 122 0.00 .51 .1759 .12299
海外売上比率 122 0.00 .88 .2668 .25445
業種ダミー 122 0 1 .56 .499
有効なｹｰｽの数 (ﾘｽﾄごと) 122
記述統計量
 
 
説明変数相互間の相関分析を行ったところ，分析を行ううえで問題となる多
重共線性の問題はなかった。 
重回帰分析の結果について，図表４－１５に示す。 
 
図表４－１５  重回帰分析の結果 
 
 
 
 
 
 
 
＊ｐ＜ 0.10；＊＊ｐ＜ 0.05；＊＊＊ｐ＜ 0.01 
 
 分析の結果，「イシュー・マネジメントスコア」と「CSR 意義認識」との間
に，統計上有意な関連が推定されることが明らかになった。よって「仮説１  
CSR に取り組むことの意義を高く認識することは，イシュー・マネジメントの
実践に正の影響を及ぼす」は推定の結果，支持された。 
また「企業規模」との間に統計上有意な関連があることも示された。その反
面，外国人株主比率や海外売上比率，あるいは業種の違いについては統計上有
意な関連があるとは言えないことが分かった。以上のことから， CSR を推進す
被説明変数
係数 ｔ値
（定数項） -1.894 -2.203
意義認識 0.343 3.046＊＊＊
企業規模 0.48 3.115＊＊＊
外国人株主比
率
1.117 1.137
海外売上比率 -0.32 -0.91
業種ダミー 0.205 1.216
Ｆ値
調整済Ｒ２
Ｎ
イシュー・マネジメントスコア
10.144＊＊＊
0.274
122
66 
 
るうえでその意義についてしっかりと認識しておくことの重要性が改めて示唆
された。 
 
5 節 取り組み動機とイシュー・マネジメントの関連性  
 
前節ではイシュー・マネジメントの実践を推進する要因として「 CSR に取り
組む意義の認識」が重要であることが推定された。ここでの「 CSR に取り組む
意義」とは「 CSR に取り組む動機」が密接に関連していると解される。この考
察を踏まえて，本節においては本章１節で述べた関連分析１，すなわちイシュ
ー・マネジメント実践の規定要因として企業の「 CSR に取り組む動機」の内容
がどのように関連しているのかについて，質問票調査で得られた結果をもとに
分析を行う。 
今回の調査では，「貴社では，ＣＳＲに取り組む動機として，以下の項目の重
要性をどのように考えていますか」として，企業が CSR に取り組む動機として
考えられる理由について「全く重要ではない」から「とても重要である」まで
4 段階のリッカートスケールで回答を得ている。その内容は以下の図表４－１
６に示した通りである。  
 
図表４－１６  CSR への取り組み動機としての重要性認識  （社  N＝ 128）  
まったく重
要ではない
1
あまり重要
ではない
2
やや重要
である
3
とても重要
である
４
平均 標準偏差
①経営戦略の一環である
から
0 7 35 86 3.62 0.59
②経済団体の要請だから 11 63 43 11 2.42 0.77
③業界団体の要請だから 14 61 39 14 2.41 0.82
④顧客の要請だから 4 18 36 70 3.34 0.83
⑤ＮＰＯなどの要請だから 13 66 37 11 2.34 0.8
⑥イメージアップにつなが
るから
5 15 77 31 3.05 0.72
⑦事業リスクの低減につな
がるから
2 12 44 70 3.42 0.72
⑧競争力の強化につなが
るから
1 19 60 48 3.21 0.71
⑨従業員のモチベーション
向上につながるから
0 14 65 48 3.41 1.77
⑩ＳＲＩ格付けに反映される
から
7 41 50 30 2.8 0.86
⑪同業他社がやっている
から
13 42 60 13 2.57 0.81
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取り組み動機としてあげたのは「①経営戦略の一環であるから」「②経済団体
の要請だから」「③業界団体の要請だから」「④顧客の要請だから」「⑤ＮＰＯな
どの要請だから」「⑥イメージアップにつながるから」「⑦事業リスクの低減に
つながるから」「⑧競争力の強化につながるから」「⑨従業員のモチベーション
向上につながるから」「⑩ＳＲＩ格付けに反映されるから」「⑪同業他社がやっ
ているから」の 11 項目である。この回答を手掛かりに，どのような動機付け
がイシュー・マネジメントの実践により深く関連しているのかを分析する。本
分析のフレームワークを示したものが，次の図表４－１７である。 
 
図表４－１７  研究フレームワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記の変数を投入して重回帰分析を実施したところ，「経済団体の要請だから」
と「業界団体の要請だから」の間に強い相関関係があり，多重共線性が認めら
説明変数  
・ CSR に取り組む動機  
（質問票調査の回答を変数化）  
「経営戦略の一環であるから」  
「経済団体の要請だから」  
「業界団体の要請だから」  
「顧客の要請だから」  
「 NPO などの要請だから」 
「イメージアップにつながるから」  
「 事 業リ ス クの 低減 に つな が るから 」  
「競争力の強化につながるから」  
「従業員のモチベーション向上につなが
るから」 
「 SRI 格付けに反映されるから」  
「同業他社がやっているから」  
・コントロール変数  
企業規模  
外国人株主比率  
海外売上比率  
業種ダミー  
被説明変数  
イシュー・マネジメント  
スコア  
 
（「社会課題の認識」「社
会課題の分析」「政策の
選択」「活動の評価」の
合計ポイント）  
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れることが分かった 37。そこで「業界団体の要請」は「経済団体の要請」に包
含しうると解釈し，説明変数の中から「業界団体の要請だから」を除去した。
本モデルの重回帰式は次のようになる。説明変数相互間の相関分析を行ったと
ころ，分析を行ううえで問題となる多重共線性の問題はなかった。  
モデル（１） 
イシュー・マネジメントスコア＝β０＋β１（経営戦略）＋β２（経済団体の
要請）＋β３（顧客の要請）＋β４（ NPO などの要請）
＋β５（イメージアップ）＋β６（事業リスクの低減）
＋β７（競争力の強化）＋β８（モチベーション向上）
＋β９（SRI 格付け）＋β１０（同業他社）＋β１１（コ
ントロール変数 :「企業規模」「外国人株主比率」「海
外売上比率」「業種ダミー」）＋ u 
各変数の記述統計量を図表４－１８に示す。なお，度数は当該項目において
欠損値のない回答の集計値である。 
 
表４－１８ 記述統計量 
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
イシューマネジメントスコア 123 0.00 4.00 2.0579 1.04901
経営戦略 123 2 4 3.61 .596
経済団体要請 123 1 4 2.41 .757
顧客要請 123 1 4 3.32 .843
ＮＰＯ要請 123 0 4 2.32 .793
イメージアップ 123 1 4 3.07 .698
リスク低減 123 1 4 3.42 .724
競争力強化 123 1 4 3.20 .712
モチベーション向上 123 2 4 3.24 .657
ＳＲＩ格付け 123 1 4 2.80 .868
同業他社 123 1 4 2.58 .810
企業規模 123 4 7 5.98 .718
外国人株主比率 123 0.00 .51 .1763 .12258
海外売上比率 123 0.00 .88 .2692 .25478
業種ダミー 123 0 1 .55 .499
有効なｹｰｽの数 (ﾘｽﾄごと) 123
記述統計量
 
 
                                                 
37 それぞれの VIF が， 3.811 と 4.358 という値になった。  
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重回帰分析の結果について，図表４－１９に示す。 
 
図表４－１９  重回帰分析の結果 
被説明変数
係数 ｔ値
（定数項） -5.069  5.624＊＊＊
経営戦略の一環 0.509 3.807＊＊＊
経済団体の要請 0.356 3.479＊＊＊
顧客の要請 -0.115 -1.194
NPOなどの要請 0.212 2.111＊＊＊
イメージアップ 0.227 1.893＊
リスク低減 0.233 2.134＊＊
競争力強化 0.104 0.867
モチベーション向上 0.059 0.441
SRI格付けに反映 -0.018 -0.156
同業他社 -0.184  1.726＊
企業規模 0.462 3.313＊＊＊
外国人株主比率 -0.057 -0.068
海外売上比率 0.034 0.108
業種ダミー 0.12 0.872
Ｆ値
調整済Ｒ２
Ｎ
10.928＊＊＊
0.533
123
イシュー・マネジメントスコア
 
＊ｐ＜ 0.10；  ＊＊ｐ＜ 0.05；  ＊＊＊ｐ＜ 0.01 
 
図表４－１９から，分析に使用した CSR に取り組む動機のなかでイシュー・
マネジメントの実践に対して統計的に有意な「正」の関連性が示されたのは「経
営戦略の一環であるから」，「経済団体の要請だから」，「NPO などの要請だから」，
「イメージアップにつながるから」，「事業リスクの低減につながるから」の 5
項目である。また「同業他社がやっているから」という動機に関しては，イシ
ュー・マネジメントの実践に対して統計的に有意な「負」の関連性が示された。
個々の要因について，以下考察を加える。 
有意な関連が推定された動機の一つ目は「経営戦略の一環であるから」であ
る。いうまでもなく，経営層がコミットし組織内に深く浸透している「経営戦
略」を推し進めることは，組織の中核ともいうべき活動である。 CSR に取り組
む動機を経営戦略に求めることは， CSR の正統性の裏付として非常に強い活動
－  
－  
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促進要因とみられ，自ずとイシュー・マネジメントの実践をドライブすること
にもつながると解されよう。また日本企業においてはある種 CSR 的な内容がも
ともと経営理念のなかに織り込まれている例も多く見られ，経営理念を具現化
した経営戦略との関連から派生して，イシュー･マネジメントに発展しているケ
ースもあると推察される。 
2 つ目の「経済団体の要請であるから」については，例をもとに検証してみ
たい。わが国最大級の経済団体とされるのは日本経済団体連合会である。同会
は東証一部上場企業など大手を中心に 1,600 社余りの会員企業が参加して，「企
業の価値創造力強化，日本と世界の経済の発展の促進」を目的にさまざまな活
動を行っている。同会では 1973 年に「企業の社会的責任についての提言を行っ
たのを皮切りに，これまで CSR に積極的に取り組んできた。1991 年には『企業
行動憲章』を制定しこれまでに 4 度にわたる改定を行うなど，CSR を柱のひと
つに据えて， CSR 活動の促進・強化に向けた活動を進めている。 2010 年 9 月に
発行した『企業行動憲章実行の手引き（第 6 版）』では「 1．社会的に有用で安
全な商品，サービスを開発・提供し，消費者・顧客の満足と信頼を獲得する」
に始まり，10 章にわたり「消費者・顧客」「政治・行政」「株主」「従業員」「地
球環境」「地域社会貢献」「反社会勢力」「諸外国・地域」などのステイクホルダ
ー別の活動が示されており，会員企業の CSR の指針となっている。「経済団体の
要請だから」について「③やや重要」「④とても重要」と答えた企業の数は 128
社中の 54 社（「業界団体の要請だから」で「③やや重要」「④とても重要」と答
えた企業は 53 社）とさほど多くはないが，特に大手の企業に対しては自社の加
盟するこうした団体の意向は無視しがたく， CSR 推進の意識付け要因となって
いることが推察できる。 
3 つ目の「 NPO などの要請だから」という動機について「③やや重要」「④と
ても重要」と答えた企業は，128 社中で 48 社と最も少ない数となった。この問
いに対する全体の平均ポイント（リッカートスケールによる）も 2.34 ポイント
であり，11 項目の選択肢のなかでは最も低い値を示している。谷本（ 2004）で
は「コアのステイクホルダーは企業と経済的・社会的な共通利益を追求してい
る。一方で欧米社会では企業活動の社会的・環境的問題を監視したり，政策提
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言を行う NPO/NGO が独立した立場から市場社会に情報を提供し社会的支持を得
て成長している。もっとも日本ではこのセクターは萌芽期にあり未成熟である」
（ 7 頁）と指摘している。また藤井（ 2005）においても「（企業と市民社会の）
両者の対話が形だけの年中行事になるリスクは決して低くはない。 NGO はより
高度な知識や専門性を備えるとともに企業との間で有効な意思疎通ができるよ
う能力を磨く必要がある」（ 183 頁）ということが述べられている。このように
わが国においては NPO/NGO サイドに，企業のパートナーとして CSR についての
戦略提言に関与するに至らない未熟さが依然として見られることは事実であろ
う。しかしながら近年いくつかの企業において NPO や NGO とのコラボレーショ
ンの事例も見られるようになってきた。ISO26000 の中核主題でいうならば「 6.3
人権」「 6.4 労働慣行」「 6.5 環境」「 6.8 コミュニティへの参画及びコミュニテ
ィの発展」といった分野でこうした活動が散見される。こうしたことから，企
業においてイシュー・マネジメントが進んでいるという結果の背景には， NPO
や NGO と接点を持ってコラボレーションを進めようとしている企業は，もとも
と CSR に対して先進的な取り組みを行ってきた企業であり，そのために結果と
してイシュー・マネジメントも比較的よく実践されていたのではないかという
ことが考えられる。しかし，NPO や NGO にきちんと対峙し，共通のテーマに向
けて活動を行う姿勢はそれ自体高く評価されるべきものである。また「社会課
題に対する姿勢」というキーワードで， CSR の意義を高く認識することにもつ
ながっているのではないだろうか。  
統計上有意となった 4 点目の動機は「イメージアップにつながるから」であ
る。この項目についての回答状況を見ると，「④とても重要である」と答えた企
業数は 31 社である。この数字は， 11 項目の質問のなかで上位から 6 番目と決
して高いものではない。しかし「③やや重要である」と回答した企業数は， 11
項目中トップの 77 社となっている。ここから，イメージアップという動機は最
も重要な動機とは認識していないものの，多くの企業にとって CSR 推進の大き
な原動力となっていることがうかがえる。ここで企業の「イメージアップ」を
「コーポレート・ブランド価値の創造」と言い代えるならば， CSR との関連に
ついて伊藤（ 2004）は「 CSR 活動はコーポレート・ブランド価値の創造にいか
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にして結びつくのかというと，大きく二つの経路で（中略）プラスに作用する」
（ 276 頁）としている。その理由としては「コーポレート・ブランドの魅力向
上により，より多くのステイクホルダーが当該ブランドを選択するようになる。
また（中略）長期永続的な取引を期待できるようになる」点と「 CSR 活動に熱
心な企業は，それだけ NGO や消費者団体からのターゲットとなる可能性が低く
なるなど，ステイクホルダーにとっての取引上の不安要素が少なくなるためで
ある。この結果ブランド価値を著しく毀損させるような事件が発生しにくいと
考えられる」点を挙げている。さらに伊藤（ 2004）は，日本経済新聞社の環境
経営度調査の結果とコーポレート・ブランド価値の関係を分析したうえで，「 CSR
に積極的に取り組んでいる企業のコーポレート・ブランド価値は相対的に高い
とともに，さらに効果的にコーポレート・ブランド価値を増加させてきたとい
うことを示している」（ 279 頁）と結論付けており，今回の分析の結果は伊藤の
研究結果と整合的である。 
有意な関連が示された動機の最後が「リスクの低減」である。この動機から
導かれる活動テーマとは，第 3 章において「リスク低減型活動」と定義したテ
ーマであり， Porter & Kramer（2006）の分類によれば「受動的 CSR」のなかの
「事業活動による悪影響を緩和」（ p.89）に相当する活動と解される。ともに事
業活動を推進するうえでありがちな陥穽に陥るのを，未然に回避することが目
的である。この動機を重要であると捉えている企業は多く，回答の平均ポイン
トをみても今回提示した 11 の動機のなかで最も高い平均ポイントである 3.42
をマークしている。本研究では第 3 章において日本企業の取り組む CSR のテー
マに関して「開示の多い活動」と「開示の少ない活動」について論考した。そ
の中では， CSR 報告書での開示が多い活動のなかに「リスク低減型活動」に分
類されるものが多いことが明らかになったが，今回の質問票調査で重要性が高
いことと整合的である。こうしたことを考えると，リスク低減につながる活動
はテーマや課題の内容が比較的分かりやすいことから，イシュー･マネジメント
として実践するにおいて取り組みやすく，結果としてイシュー･マネジメントを
促進する動機となっているのではないかと考えられる。  
一方「同業他社がやっているから」という動機に関してイシュー・マネジメ
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ントの実践との間で統計的に有意な負の関連性が推定された点は，非常に興味
深い。第 3 章においては，企業が取り組む CSR 活動のテーマは業種によってい
くつかの活動において類似する傾向にあり，業種の特色が現れやすい点を指摘
した。しかし，本分析の結果からは単に他社が行うからという動機ではイシュ
ー･マネジメントの実践にはつながりにくいことが示された。事業戦略やリスク
低減，あるいはイメージアップといったより積極的・自発的な取り組み動機が
あることがイシュー･マネジメントの実践につながり得るのである。  
 
6 節 イシュー・マネジメントと CSR に関する外部評価の関連性  
 
次に「仮説２  イシュー・マネジメントの実践は， CSR 活動の外部評価に正
の影響を及ぼす」についての分析を行う。本仮説を検証するために，図表４－
２０に示す分析フレームワークを構築する。  
 
図表４－２０  分析フレームワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本節では，前節までの議論で被説明変数として採用してきた「イシュー･マネ
ジメントスコア」を説明変数として，被説明変数である「 CSR スコア」との関
連について重回帰分析を行う。また「企業規模」「外国人株主比率」「海外売上
比率」「業種ダミー」を同様にコントロール変数として採用する。 
重回帰式は次に示した通りである。  
説明変数  
・イシュー･マネジメントスコア  
社会課題の認識  
社会課題の分析   さらに個別に重回帰分析  
政策の選択  
活動の評価  
・コントロール変数  
企業規模  
外国人株主比率  
海外売上比率  
業種ダミー  
被説明変数  
・CSR スコア  
（東洋経済新報社による）      
人材活用  
環境  
企業統治  
社会性  
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モデル（１） 
CSR スコア＝β０＋β１（説明変数：「イシュー・マネジメントスコア」）＋β
２（コントロール変数：「企業規模」「外国人株主比率」「海外売
上比率」「業種ダミー」）＋ u 
 
これらの説明変数間においては，重回帰分析を行ううえで問題になるほど強
い相関関係は見られず，多重共線性についての問題は生じない。  
記述統計量は，図表４－２１に示した。なお，度数は当該項目において欠損
値のない回答の集計値である。 
 
図表４－２１  記述統計量 
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
ＣＳＲスコア 123 109.7 293.0 208.685 46.6741
イシューマネジメントスコア 123 0.00 4.00 2.0579 1.04901
企業規模 123 4 7 5.98 .718
外国人株主比率 123 0.00 .51 .1763 .12258
海外売上比率 123 0.00 .88 .2692 .25478
業種ダミー 123 0 1 .55 .499
有効なｹｰｽの数 (ﾘｽﾄごと) 123
記述統計量
 
重回帰分析の結果について，図表４－２２に示す。 
 
図表４－２２  重回帰分析の結果 
被説明変数
係数 ｔ値
（定数項） 2.248 0.079
イシュー･マネジ
メントスコア
11.576 3.834 ＊＊＊
企業規模 26.797 4.943 ＊＊
外国人株主比率 49.836 1.519
海外売上比率 40.262 3.396 ＊＊＊
業種ダミー 5.167 0.919
Ｆ値
調整済Ｒ２
Ｎ
CSRスコア
34.417＊＊＊
0.578
123  
＊ｐ＜ 0.10；  ＊＊ｐ＜ 0.05；  ＊＊＊ｐ＜ 0.01 
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図表４－２２から，説明変数の「イシュー・マネジメントスコア」と「 CSR
スコア」との間には係数が正の 1％水準で有意な関係性が認められた。ここか
らイシュー・マネジメントの実践が， CSR における社会課題適応度を促進する
ことが推定された。次にコントロール変数については「企業規模」と「海外売
上比率」の 2 つについて「 CSR スコア」との間で統計的に有意な関係性がある
と推定できた。 
前述のように「イシュー･マネジメントスコア」は「社会課題の認識」「社会
課題の分析」「政策の選択」「活動の評価」の 4 つの変数の合計値である。しか
るに本節における分析では，イシュー･マネジメント全体の実践度を示す「イシ
ュー･マネジメントスコア」のみならず，イシュー･マネジメントの 4 つのプロ
セスそれぞれが，社会課題への適応とどのように関連しているかを分析するこ
とも可能である。イシュー・マネジメントは，ひとつのマネジメントサイクル
をなす。しかし，そのサイクルを構成する 4 つのプロセスには本章 3 節におい
て議論したように，実践度合いにおいて濃淡があり，必ずしも一つのサイクル
として回っているとは言い切れない面がある。またプロセスを経るがゆえに，
その結果である社会課題適応度への影響も自ずと異なってくることは避けられ
ない。このことから個々のプロセスと社会課題への適応の関連を分析すること
には大きな意義があると言える。 
しかし，その際には重回帰分析を行ううえで多重共線性の問題の発生を回避
しなくてはならない。そのため，前々頁のモデル（１）に続いて，「 CSR スコア」
を被説明変数，「企業規模」「外国人株主比率」「海外売上比率」「業種ダミー」
のそれぞれをコントロール変数とする重回帰分析を「イシュー・マネジメント
スコア」以外の 4 つの説明変数，すなわち「社会課題の認識」「社会課題の分析」
「政策の選択」及び「活動の評価」のそれぞれについて補足的に行った。  
各モデルは，以下のとおりである。 
モデル（２） 
CSR スコア＝β０＋β１（説明変数：「社会課題の認識」）＋β２（コントロー
ル変数：モデル（１）と同一）＋ｕ 
モデル（３） 
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CSR スコア＝β０＋β１（説明変数：「社会課題の分析」）＋β２（コントロー
ル変数：モデル（１）と同一）＋ｕ 
モデル（４） 
CSR スコア＝β０＋β１（説明変数：「政策の選択」）＋β２（コントロール変
数：モデル（１）と同一）＋ｕ 
モデル（５） 
CSR スコア＝β０＋β１（説明変数：「活動の評価」）＋β２（コントロール変
数：モデル（１）と同一）＋ｕ 
 
なおこれらの説明変数間の相関を確認したところ，重回帰分析を行ううえで
問題になるほど強い相関関係は見られず，多重共線性についての問題は生じな
い。 
記述統計量は，図表４－２３に示した通りである。なお，度数は当該項目に
おいて欠損値のない回答の集計値である。 
 
図表４－２３   記述統計量   
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
ＣＳＲスコア 123 109.7 293.0 208.685 46.6741
課題の認識 123 0.0 1.0 .472 .2641
課題の分析 123 0.0 1.0 .457 .3581
政策の選択 123 0.0 1.0 .602 .2796
活動の評価 123 0.0 1.0 .530 .2956
企業規模 123 4 7 5.98 .718
外国人株主比率 123 0.00 .51 .1763 .12258
海外売上比率 123 0.00 .88 .2692 .25478
業種ダミー 123 0 1 .55 .499
有効なｹｰｽの数 (ﾘｽﾄごと) 123
記述統計量
 
「イシュー・マネジメントスコア」を説明変数とするモデル (1)，及びモデル
（２）～（５）の重回帰分析の結果  について，図表４－２４に示す。 
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図表４－２４   重回帰分析の結果 
被説明変数
モデル (1) (2) (3) (4) (5)
11.576
3.834
***
社会課題 61.962
の認識 5.282***
社会課題 15.952
の分析 1.808*
31.327
2.836
***
35.305
3.457***
26.797 25.566 29.924 30.154 28.034
4.943
***
4.977
***
5.296
***
5.574
***
5.169
***
外国人株主 49.836 35.305 65.295 52.195 60.491
比率 1.519 1.118 1.921* 1.543 1.842*
海外売上 40.262 37.484 38.667 37.733 40.54
比率 3.396*** 3.330*** 3.109*** 3.111*** 3.378***
5.167 3.89 5.984 6.266 5.673
0.919 0.724 1.017 1.089 1
Ｆ値 34.417*** 40.209*** 29.397*** 31.492*
**
33.209***
調整済Ｒ２ 0.578 0.616 0.538 0.555 0.569
Ｎ 123 123 123 123 123
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
変
数
企業規模
業種ダミー
説
明
変
数
活動の評価
政策の選択
CSRスコア
イシュー・マネ
ジメントスコア
＊ｐ＜ 0.10；＊＊ｐ＜ 0.05；＊＊＊ｐ＜ 0.01 
 
図表４－２４から，先に見た「イシュー・マネジメントスコア」以外にも，
イシュー･マネジメント実践の各ステップである「社会課題の認識」「社会課題
の分析」「政策の選択」「活動の評価」と CSR スコアとの関連は，係数がいずれ
も正の値を示しており，CSR スコアとの間に統計上有意な関係性が認められた。
とくに「社会課題の分析」を除く「社会課題の認識」「政策の選択」「活動の評
価」においては， p 値が 1%未満の高い有意性を示していることが分かった。  
コントロール変数と CSR スコアとの関連については， 5 つのモデルすべてに
おいて「企業規模」と「海外売上比率」については，統計的に有意な正の関連
性が認められた。また「外国人株主比率」については「社会課題の分析」と「活
動の評価」について統計上有意な関係があることが分かった。しかし「業種ダ
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ミー」に関しては， CSR スコアとの間で統計的に有意な関係性が見いだせない
との結果となった。 
以上の結果を図表４－２５にまとめる。 
 
図表４－２５  各説明変数とコントロール変数の CSR スコアとの関係性 
 
○：統計上有意な正の関係がある  
―：統計上有意な正の関係があるとは言えない  
 
図表４－２５から「仮説  イシュー・マネジメントの実践は， CSR 活動の外
部評価に正の影響を及ぼす」に関しては，「イシュー・マネジメントスコア」及
びイシュー･マネジメントを構成する 4 つのステップのすべてにおいて，CSR ス
コアとの間に統計上有意な正の関係性が検出されたことから，推定結果は仮説
を支持していると推定された。これは Lawrence & Weber（ 2011）や小山（ 2011）
の議論とも整合している。 
すなわち企業が CSR において社会的な評価を得るうえでは，企業市民の一員
たる自社がステイクホルダーからどのような社会課題に対してどのような行動
を期待されているかを，まず適切な手段によって把握することが肝要である。
そして，こうして抽出した社会課題の解決に貢献するために，適切な政策を選
択して行動することが重要である。さらに実践の度合いや実効性を評価して，
その結果を次年度に生かすというイシュー・マネジメントの重要性が示唆され
たと考えられる。 
(1) (2) (3) (4) (5)
○ ○ ○ ○ ○
企業規模 ○ ○ ○ ○ ○
外国人株主
比率
― ― ○ ― ○
海外売上
比率
○ ○ ○ ○ ○
業種ダミー ― ― ― ― ―
社会課題
の分析
政策の選択
モデル
イシュー・マ
ネジメント
スコア
社会課題
の認識
結果
コントロール
変数
活動の評価説明変数
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7 節 CSR の意義認識と外部評価の関連性  
 
前節では仮説 2 に基づき，イシュー･マネジメントの実践と CSR スコアに示さ
れた社会課題への適応度との関連について議論してきた。しかし，この議論は
単にイシュー・マネジメントの活動の実践の有無という形式的，外面的なもの
を対象にしているにすぎないのではとの批判もあるであろう。確かに，前節で
の議論においてはイシュー・マネジメントの徹底度合いや範囲の広さといった
いわば“実践の真剣度”については分析・評価の対象となっていない。前述の
ように，今回の質問票調査では， CSR に取り組む意義を企業がどの程度高く認
識しているかを把握するための質問を設けている。その回答によると全体の
40％を超える 50 社が，CSR に取り組む意義は財務面の重要性よりも「やや高い」
あるいは「とても高い」と答えている。こうした企業は CSR 経営の重要性を十
分に認識しており，少なくとも CSR 経営を真剣に実践していこうとする姿勢に
あると考えられる。そこで本節では１節で述べた関連分析２として，イシュー・
マネジメントの実践に CSR に取り組む意義の認識を加味して，さらに分析を重
ねていく。 
具体的には図表４－２６のように CSR に取り組む意義についての認識を「意
義認識高ダミー」と「意義認識低ダミー」の 2 つのダミー変数化したうえで，
各説明変数に乗じた交差項を設定し，重回帰分析を実施した。 
 
図表４－２６  意義認識による２つのダミー変数  
 
なお，本分析では意義認識の高低 2 つのグループにおける CSR スコアの差を
■意義認識高ダミー 
問 4 で， CSR に取り組む意義を売上高や利益などの財務面の重要性と比べ
て「とても高い」とした場合を「１」，それ以外の「やや高い」あるいは「や
や低い」あるいは「とても低い」とした場合を「０」とするダミー変数。  
 
■意義認識低ダミー 
問４で， CSR に取り組む意義を売上高や利益などの財務面の重要性と比べ
て「やや高い」「やや低い」あるいは「とても低い」とした場合を「１」，「と
ても高い」とした場合を「０」とするダミー変数。  
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検定することが目的ではなく，いずれのグループにおいても説明変数と CSR ス
コアとの間に統計上有意な関連があるか否かを検証することが目的であるため，
モデルごとの回帰式のなかに高低のグループの交差項を説明変数として含める
形で再度分析を行った。分析フレームワークは，図表４－２７のとおりである。  
 
図表４－２７  分析フレームワーク（CSR に対する意義認識を加味した分析） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表４－２７の分析フレームワークに基づく重回帰式を以下に示す。 
モデル（１） 
CSR スコア＝β０＋β１（説明変数：「イシュー・マネジメントスコア」と「意
義認識高ダミー」の交差項）＋β２（「イシュー・マネジメント
スコア」と「意義認識低ダミー」の交差項）＋β３（コントロ
ール変数：「企業規模」「外国人株主比率」「海外売上比率」「業
種ダミー」）＋ｕ 
モデル（２） 
CSR スコア＝β０＋β１（説明変数：「社会課題の認識」と「意義認識高ダミ
ー」の交差項）＋β２（「社会課題の認識」と「意義認識低ダミ
ー」の交差項）＋β３（コントロール変数：「企業規模」「外国
人株主比率」「海外売上比率」「業種ダミー」）＋ｕ 
 
「 CSR に 取 り
組 む 意 義 の 認
識の高低」によ
る交差項  
説明変数  
・イシュー・マネジメントスコア  
社会課題の認識  
社会課題の分析  
政策の選択  
活動の評価  
 
・コントロール変数  
企業規模  
外国人株主比率  
海外売上比率  
業種ダミー  
被説明変数  
 
東洋経済新報社による      
CSR ランキングスコア  
「人材活用」  
「環境」  
「企業統治」  
「社会性」  
 
「 CSR に 取 り
組 む 意 義 の 認
識の高低」によ
る交差項  
81 
 
モデル（３） 
CSR スコア＝β０＋β１（説明変数：「社会課題の分析」と「意義認識高ダミ
ー」の交差項）＋β２（「社会課題の分析」と「意義認識低ダミ
ー」の交差項）＋β３（コントロール変数：モデル（１）と同
一）＋ｕ 
モデル（４） 
CSR スコア＝β０＋β１（説明変数：「政策の選択」と「意義認識高ダミー」
の交差項）＋β２（説明変数：「政策の選択」と「意義認識低ダ
ミー」の交差項）＋β３（コントロール変数：モデル（１）と
同一）＋ｕ 
モデル（５） 
CSR スコア＝β０＋β１（説明変数：「活動の評価」と「意義認識高ダミー」
の交差項）＋β２（説明変数：「活動の評価」と「意義認識低ダ
ミー」の交差項）＋β３（コントロール変数：モデル（１）と
同一）＋ｕ 
なおこれらの説明変数間の相関を確認したところ，重回帰分析を行ううえで
問題になるほど強い相関関係は見られず，多重共線性についての問題は生じな
い。 
重回帰分析の結果について，図表４－２８に示す。 
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図表４－２８  重回帰分析の結果 
被説明変数
モデル (1) (2) (3) (4) (5)
13.968
3.736***
10.102
3.292**
47.771
3.144***
18.495
2.625***
28.36
2.219
**
12.08
1.305
44.173
3.188***
25.581
2.316*
37.822
2.963***
19.218
2.628**
27.379 30.517 30.275 30.557 30.919
5.036
***
5.712
***
5.370
***
5.668
***
5.794
***
41.193 37.37 54.873 40.264 45.508
1.22 1.085 1.578 1.165 1.324
40.911 38.012 38.726 38.7 35.446
3.443*** 3.169*** 3.124*** 3.203*** 2.963***
5.86 9.085 6.813 7.109 6.715
1.029 1.576 1.156 1.229 1.162
Ｆ値 28.808*** 27.469*** 24.961*** 26.897*** 27.136***
調整済Ｒ２ 0.578 0.566 0.541 0.56 0.562
Ｎ 123 123 123 123 123
イシュー・マネジメント
×低意義認識ダミー
社会課題の認識
×高意義認識ダミー
活動の評価
×高意義認識ダミー
活動の評価
×低意義認識ダミー
政策の選択
×低意義認識ダミー
社会課題の分析
×低意義認識ダミー
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
変
数
企業規模
外国人株主比率
海外売上比率
業種ダミー
イシュー・マネジメント
×高意義認識ダミー
社会課題の分析
×高意義認識ダミー
政策の選択
×高意義認識ダミー
CSRスコア
説
明
変
数
社会課題の認識
×低意義認識ダミー
 
＊ｐ＜ 0.10；＊＊ｐ＜ 0.05；＊＊＊ｐ＜ 0.01 
 
図表４－２８から，まず「 CSR に取り組む意義を高く認識しているグループ」
については 5 つのモデルすべてにおいてイシュー・マネジメントの実践と「 CSR
スコア」との間に統計上有意な正の関係性が見られる。しかも「社会課題の分
析」について分析したモデル (３ )を除く 4 つのモデルにおいて 1％水準という
結果である。 
一方「低く認識しているグループ」においては，5 つのモデルのうちで「CSR
83 
 
スコア」との間で 1％水準有意となったのは「社会課題の認識」だけであり，
他は 5％水準で有意となったのが 2 モデル， 10％水準で有意となったのが 1 モ
デル，そして残りの 1 モデルは統計上の有意性は見られないとの結果であった。 
また係数についても，2 つのグループとの比較では双方に有意性が示された 4
つのモデルのすべてにおいて， CSR に取り組む意義を高く認識しているグルー
プの方が高い係数を示すことも示された。  
以上の関係を一覧にまとめたものが，図表４－２９である。 
 
図表４－２９  CSR の意義認識別のイシュー・マネジメントの実践と CSR ス
コアとの関係性 
イシュー･
マネジメント
の認識
社会課題
の認識
社会課題
の分析
政策の選択 活動の評価
13.968 47.771 28.36 44.173 37.822
○　1%水準 ○　1%水準 ○　5%水準 ○　1%水準 ○　1%水準
10.102 18.495 25.581 19.218
○　5%水準 ○ 1%水準 － ○　10%水準 ○　5%水準
CSRの意義認識
「高」グループ
CSRの意義認識
「低」グループ
 
上段の数値は係数 
○：統計上有意な関係がある 
（統計上の有意性は， 1％水準 ＞  5％水準  ＞  10％水準の順に低くなる） 
―：統計上有意な関係があるとは言えない  
 
このことから，CSR に取り組む意義について高く認識したうえで，イシュー・
マネジメントに取り組むことが， CSR スコアに示される外部評価を向上させる
こと，言い換えるならば社会課題への適応がより進んでいる傾向がある可能性
が示唆された。 
 
8 節 小括 
  
本章では，質問票調査及び東洋経済新報社が発表した「 CSR 企業ランキング
2013」に基づいて，イシュー・マネジメントの実践を規定する要因と，イシュ
ー･マネジメントを推進することによる CSR の社会課題適応との関連について
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分析を行った。 
ここで立てた仮説は，以下の 2 つである。 
仮説１  CSR に取り組む意義を高く認識することは，イシュー・マネジメン
トの実践に正の影響を及ぼす 
仮説２  イシュー・マネジメントの実践は， CSR 活動の外部評価に正の影響
を及ぼす 
これらの仮説を検証するために，仮説１に対しては質問票調査の回答結果か
ら得られた「 CSR に取り組む意義認識」を説明変数に，また「イシュー･マネジ
メントスコア」を被説明変数に用いて重回帰分析の手法によりデータを分析し
た。その結果，仮説１は支持されることが統計的に推定された。さらに関連分
析１として，どのような動機付けがあればイシュー･マネジメントの実践につな
がるのかについて分析を行った。ここからは「経営戦略の一環であるから」，「経
済団体の要請だから」，「 NPO などの要請だから」，「イメージアップにつながる
から」，「事業リスクの低減につながるから」という 5 項目について，イシュー･
マネジメントを推進させる関連性が推定され，逆に「同業他社がやっているか
ら」という動機については，イシュー･マネジメントの実践促進にはつながらな
い可能性が推定された。 
また仮説２に対しては，仮説１で非説明変数に採用した質問票調査の回答結
果を説明変数に使用し，被説明変数には「 CSR 企業ランキング 2013」の CSR 関
連のスコアを採用して同様に重回帰分析を実施した。その結果は，説明変数の
うちイシュー・マネジメントの実践度合いと CSR スコアとの間には統計上有意
な正の関係性が認められた。 
次に，仮説 2 について，関連分析 2 として「 CSR に取り組む意義についての
認識」を加味してさらに分析を行った。方法としては「 CSR に取り組む意義に
ついての認識」の高低によって，「意義認識高ダミー」と「意義認識低ダミー」
の 2 つのダミー変数を作ったうえで，各説明変数に乗じた交差項を設定し，重
回帰分析を実施した。 
その結果，イシュー・マネジメントに関連する 5 つの変数のうち 4 つの変数，
すなわち「イシュー･マネジメント」全体と，「社会課題の認識」「政策の選択」
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「活動の評価」については，「CSR に取り組む意義を高く認識しているグループ」
と「低く認識しているグループ」の双方が， CSR スコアとの関連において統計
上有意な正の関係の関連を示しているが，いずれも「 CSR に取り組む意義を高
く認識しているグループ」の方が偏回帰係数の値が大きいうえに，高い統計的
有意性を示すことが明らかになった。また「社会課題の分析」についても「 CSR
に取り組む意義を高く認識しているグループ」において， CSR スコアとの間で
統計上有意な関連性が推定されることが分かった。  
 以上の各点をフロー図にまとめて示したものが，次の図表４－３０である。 
 
図表４－３０  本章の分析結果のまとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
CSR に取り
組 む 意 義 認
識の形成  
 
イ シ ュ ー ･
マ ネ ジ メ ン
トの実践  
社 会 課 題 に
適 応 し た
CSR の推進  
CSR に関す
る 外 部 評 価
の向上  
動機Ａ  
動機 B     
動機○      
・  
・      
仮説１  仮説２  
付加分析①  
付加分析②  
仮説１  
→支持  
仮説２  
→支持  
関連分析①  
→「経営戦略の一環」，
「経済団体の要請」，
「 NPO などの要請」，
「イメージアップに
つながる」「事業リス
クの低減につながる」
を動機に挙げた企業
で，イシュー･マネジ
メントが推進される
傾向が推定された。  
関連分析②  
→ CSR に取り組む
意義を高く認識し
ている企業の方が，
イシュー･マネジメ
ント実践の効果が
外部評価に出やす
い可能性が示唆さ
れた。  
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第 5 章 おわりに －社会課題に適応できる CSR マネジメ
ント 
 
1 節 結論とインプリケーション  
 
本研究の目的は，日本企業の CSR における社会課題への適応マネジメントに
関して，その現状と推進要因，そして実効性についての議論及び検証を行うこ
とであった。 
第 1 章では，日本とヨーロッパにおける CSR に関連する動向を概観したうえ
で，社会課題に適切に対応する CSR マネジメントの重要性を指摘し，日本にお
ける CSR マネジメントの課題を示すとともに， CSR に取り組むことの意義認識
が CSR マネジメントに何らかの影響を及ぼすことについて問題を提起した。  
第 2 章では， Freeman（ 1984）， Porter & Kramer （ 2006）らの先行研究をも
とに CSR マネジメントに 関する理論的背景について論考するとともに，
Ackerman＆ Bauer（ 1976）， Johnson（1983）， Laurence & Weber（2011）らの議
論をもとに，イシュー・マネジメントのフレームワークについての理解を深め
た。また日本経団連と経済同友会が実施したアンケート調査の結果報告書の分
析から，日本企業においては社会課題への適応マネジメントに対する意識が希
薄であり，実践面においても進捗度合いが相対的に低いことを明らかにした。
さらに，組織文化に関する研究を援用しながら， CSR の意義を高く認識してそ
れを組織内で共有化することが，イシュー・マネジメントの推進要因になりう
る可能性について考察した。 
第 3 章では，日本企業が実際に CSR として取り組んでいる活動の内容に関し
て各社の発行する CSR 報告の内容に基づいて分析した。そのねらいは，業種別
のばらつきなどから，企業の社会課題への適応マネジメントが行われているか
否かについて概観するためである。その結果，同業種の企業間で類似の社会課
題が認識されている傾向はうかがえるものの，全般的にはイシュー・マネジメ
ント機能が働いたとは言い切れないことが確認できた。 
第 4 章では，質問票調査などの結果から，イシュー・マネジメントの実践を
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規定する要因と，イシュー･マネジメントを推進することによる CSR の社会課題
適応との関連などについて分析を行った。ここで明らかになったのは，「 CSR の
意義を高く認識することは，イシュー・マネジメントの実践を促進する要因に
なると推定される」及び「イシュー・マネジメントを実践することによって，
CSR 活動の社会課題への適応は高まると推定される」であり，さらに CSR に取
り組む動機として「経営戦略の一環であるから」，「経済団体の要請だから」，「 NPO
などの要請だから」，「イメージアップにつながるから」，「事業リスクの低減に
つながるから」という 5 項目を挙げた企業については，イシュー･マネジメント
の実践が促進される傾向にあること。また， CSR に取り組む意義を高く認識し
ている企業の方が，イシュー･マネジメント実践の効果が外部評価に出やすい可
能性もうかがえた。  
本研究の議論と考察の結果から，以下の結論が得られた。 
経営のベースの一つに CSR の推進を謳う日本企業は数多い。しかしそうした
企業においても， CSR における社会課題への適応の重要性については未だ浸透
しているとは言い難く，結果的に CSR マネジメントの一環としてイシュー・マ
ネジメントが実践されている例は少ない。しかしそうした状況であるとはいえ，
CSR の重要性を高く認識したうえで取り組む動機を形成し，その意義認識を社
内で共有化することでイシュー・マネジメントの実践が促進されうる可能性が
ある。この点は，ISO26000 において「社会的責任の認識」として「組織は，自
らの決定及び行動が社会及び環境にどのような影響を及ぼすかを理解し，認識
すべきである。組織は，また，これらの影響に関して，責任ある行動として社
会が何を期待しているかを理解すべきである」（ 68 頁）と指摘していることと
整合的である。 
そして，イシュー・マネジメントの実践によって社会課題への適応は高まる
ことを示した。本研究では社会課題への適応度について CSR スコアを代理指標
として分析したが，その結果，「社会課題の認識」→「社会課題の分析」→「政
策の選択」→「活動の評価」によるイシュー・マネジメントサイクルの実践度
合いとの間に有意な関係性が推定できることを明らかにした。  
さらに， CSR についての意義認識が高い企業において，適応効果はより高ま
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る可能性があるのである。 
本研究のインプリケーションとして，次の 3 点があげられる。 
 1 点目は，日本企業の間においては未だ認識の薄いイシュー・マネジメント
の概念を整理し，その重要性とともに実効性の高さについて明らかにした点で
ある。適切なイシュー・マネジメントが実践されるならば，ISO26000 などで示
された具体的な課題以外にも，少子高齢化や非正規雇用及び賃金格差の拡大と
いった日本独自の社会課題に対しても認識・対応することが可能になり，日本
流の CSR が推進されていくことが期待される。  
次にイシュー・マネジメントを促進する要因としての CSR の意義認識の重要
性について，統計的な分析を通して指摘したことがあげられる。 
さらに， CSR に取り組む動機付けとしてイシュー・マネジメントの実践を促
進する動機とマイナスに作用する動機があることを明らかにした。ここから，
今後の日本企業の CSR の進化においては，イシュー・マネジメントの普及促進
と並んで， CSR の重要性を踏まえた CSR 活動への動機付けを図ることが求めら
れることも示唆された。 
これらのインプリケーションは，学術面は言うに及ばず CSR マネジメントの
実務に対する方向性を示唆するものとしても意義深いものであると言える。こ
れらの知見が CSR マネジメント推進において新たな視点を提供することになれ
ば，日本企業の CSR の進化に貢献できることが期待される。  
 
2 節 本研究による貢献と今後の課題   
  
本研究における貢献は，以下の 3 点である。 
まず，日本企業の CSR の活動内容について，2010 年 CSR 報告書の開示をもと
にした実証的な分析を通じて明らかにした点である。これは CSR に関する世界
初の国際規格である ISO26000 が発行された年に， ISO26000 の中核主題と課題
に基づいて日本企業の開示内容を分析したという点で，ISO26000 と実際の活動
の間の差異を把握するうえからも価値がある。 
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次に CSR の意義認識とイシュー・マネジメントの実践の関連について，質問
票調査の結果から統計的手法による実証分析を行い，その関連性を明らかにし
た点である。本研究では組織論の知見も踏まえつつ新たな分析フレームワーク
を構築することで，意義認識の影響についての理解を可能にした。この点に関
連して意義認識の形成に関与する取り組み動機についても深掘りした。  
3 点目としては，イシュー・マネジメントの実践が CSR 活動の社会課題適応
を促進させることを，同じく統計的手法による実証分析により明らかにした点
である。さらにイシュー・マネジメントの実践を定量的に変数化したことも，
先行研究において前例を見ない点であるといえる。  
最後に本研究において残された課題として，次の各点を挙げる。  
まず，今回の分析においてはイシュー・マネジメントの実践を図る指標とし
てイシュー・マネジメントスコアを使った。これは質問票調査によって得られ
たイシュー・マネジメントと解される個々の活動の実践状況を，数値化し変数
として採用したものであるが，果たしてこれがイシュー・マネジメントの実践
度を表すものと考えてよいかという点である。質問票の回答者は単に個々の活
動の存否について回答しただけであって，先行研究で議論されたようなイシュ
ー・マネジメントサイクルそのものが機能しているのか否かを回答したのでは
ないとの考え方も成り立ちうる。この点を踏まえて，何がイシュー・マネジメ
ントの実践状況を規定するのかについて，さらに検討する必要があろう。  
同様に，本研究では CSR 活動の社会課題への適応度合いを測る指標として東
洋経済新報社の実施した CSR 企業ランキングのスコアを採用した。しかしこの
スコアは，当該企業の「人材活用」「環境」「企業統治」「社会性」について評価
したものであり，言うまでもなく CSR 活動の社会課題への適応度そのものを測
定したものではない。現在のところ他に適切な指標がないことから，第 2 章 2
節（ 58～ 59 頁）での議論を踏まえつつ本研究の代理指標に採用したが，この点
についてもさらなる検討が必要であろう。  
さらに本研究における分析対象は，第 3 章においては 2010 年度の各社の CSR
報告書であり，第 4 章においては「 CSR 企業ランキング 2013」の評価対象であ
る 2012 年度の活動である。つまりいずれも，単年度の活動についてのみの議論
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であるという点も課題である。CSR の活動テーマには，「流行」があるといわれ
ることがある。確かに，国連が特定の問題を掲げて重点的な取り組みを呼び掛
ける「国際年」 38のテーマやさまざまな国際会議，あるいは紛争など国際情勢
の変化によって社会の関心が特定の社会課題に向けられ，結果的に CSR 活動や
情報開示に影響を及ぼすことは，容易に想像できる 39。こうしたことを考慮す
るならば，社会課題への適応についての調査を数年にわたって継続することの
意義も大きいと考える。 
  
                                                 
38 CSR に関連する国際年としては「人種主義，人種差別，排外主義，不寛容
に反対する動員の国際年（ 2001 年）」「国際淡水年（2003 年）」「国際生物多
様性年（2010 年）」「国際森林年（ 2011 年）」「すべての人のための持続可能
エネルギーの国際年（ 2012 年）」「国際水協力年（ 2013 年）」などがある。  
39 本論文の 42 頁では， 2010 年の CSR 報告書の開示内容に対して，同年 10
月に愛知県で開催された生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）が影
響を及ぼしている可能性を示唆している。  
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巻末資料（１）  2010 年度 CSR 報告書 調査対象企業リスト  
 
ＩＨＩ，ＪＦＥ， ＫＤＤＩ，ＭＳ＆ＡＤインシュアランスホールディングス，
ＮＴＴデータ，Ｔ＆Ｄホールディングス，アイシン精機，旭化成，旭硝子，ア
サヒビール，味の素，イオン，伊藤忠エネクス，伊藤忠商事，エヌ・ティ・テ
ィ・ドコモ，王子製紙，大阪ガス，大林組，鹿島，川崎重工業，関西電力，キ
リンホールディングス，キヤノン，九州電力，京セラ，神戸製鋼所，コスモ石
油，小松製作所，清水建設，昭和シェル石油，シャープ，商船三井，新日本製
鐵，住友化学，住友金属工業，住友商事，住友電工，積水ハウス，セブン＆ア
イ・ホールディングス，全日本空輸，双日，ソニー，第一生命保険，ダイキン
工業，大成建設，大日本印刷，大和ハウス工業，武田薬品工業，中国電力，中
部電力，デンソー，東海旅客鉄道，東京海上ホールディングス，東京ガス，東
京急行電鉄，東京電力，東芝，東北電力，東レ，凸版印刷，トヨタ自動車，豊
田自動織機，トヨタ車体，豊田通商，西日本旅客鉄道，日本製紙グループ本社，
日本たばこ産業，日本通運，日本電気，日本郵船，日産自動車，任天堂，パナ
ソニック，パナソニック電工，阪和興業，東日本旅客鉄道，日立製作所，富士
通，富士フイルムホールディングス，ブリヂストン，ホンダ，三越伊勢丹ホー
ルディングス，マツダ，丸紅，みずほフィナンシャルグループ，三井化学，三
井住友フィナンシャルグループ，三井物産，三井不動産，三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ，三菱化学，三菱自動車工業，三菱商事，三菱重工業，三菱
電機，三菱マテリアル，ヤマダ電機，ヤマトホールディングス，ヤマハ発動機，
リコー    以上 100 社（五十音順）   
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巻末資料（２）  ISO26000 と CSR 報告書開示内容の整合性の判断
基準 
 
組織統治（課題数１） 
・意思決定のプロセス及び構造 
組織の社会的責任に関するトップのコミットメント，戦略もしくは目標，
および全社的な推進体制に関する記述の有無。  
 
人権（課題数８） 
・デューディリジェンス 
人権侵害の危険性を回避するために対処する組織とプロセスについての
記述の有無。 
・人権に対する危機的状況 
人権侵害の危険性が高い状況における，人権尊重を保証するプロセスにつ
いての記述の有無。 
・共謀の回避 
直接的，受益的，あるいは暗黙の共謀により他の人権侵害に加担しないよ
う，危険性を検知し防止するプロセスについての記述の有無。  
・苦情解決 
人権が侵害されたと考える人々が組織に知らせ，救済措置を求めるための
手段やプロセスについての記述の有無。  
・差別及び社会的弱者 
差別の撤廃や社会的弱者の社会参加機会増大に対する活動の記述の有無。 
・市民的及び政治的権利 
個人の市民的，政治的権利を守るプロセスについての記述の有無。  
・経済的，社会的及び文化的権利  
個人の経済的，社会的及び文化的権利を守るプロセスについての記述の有
無。 
・労働における基本的原則及び権利  
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結社の自由，団体交渉，機会均等，差別防止への対処に向けた自主的な活
動についての記述の有無。 
 
労働慣行（課題数５） 
・雇用及び雇用関係 
雇用形態，雇用契約に関する適正を維持するプロセスについての記述の有
無。 
・労働条件及び社会的保護 
労働条件や労働者保護に関する適正を維持するプロセスについての記述
の有無。 
・社会対話 
共通の経済的，社会的問題に関して，労働者の代表との間で行われる交渉，
協議，情報交換についての記述の有無。  
・労働における安全衛生 
労働安全・衛生を適正に維持するためのプロセスについての記述の有無。 
・職場における人材育成及び訓練  
人材育成・訓練を適正に維持するためのプロセスについての記述の有無。 
 
環境（課題数４） 
・汚染の予防 
大気排出，排水，廃棄物，有害化学物質などの汚染を防止するための活動
と実績についての記述の有無。 
・持続可能な資源の活用 
エネルギー効率向上，水の保全，材料使用効率向上などについての活動と
実績についての記述の有無。 
・気候変動の緩和及び適応 
温室効果ガス排出抑制，あるいは気候変動対応についての活動と実績につ
いての記述の有無。 
・環境保護及び自然生息地の回復  
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自然環境保護，生態系，生息地保護についての記述の有無。  
 
公正な事業慣行（課題数５） 
・汚職防止 
汚職防止に対するプロセスについての記述の有無。  
・責任ある政治的関与 
公正な政治プロセスを支援し，社会の利益となる公共政策の策定を促すた
めの政治的関与を実現するためのプロセスについての記述の有無。  
・公正な競争 
反競争的な行為に関与しないためのプロセスについての記述の有無。  
・影響力の範囲における社会的責任の推進  
バリューチェーンに含まれる組織が，社会的責任に則した活動をするため
の支援等のプロセスについての記述の有無。 
・財産権の尊重 
他組織の物質的・知的財産権を侵害しないためのプロセスについての記述
の有無。 
 
消費者に対する課題（課題数７）  
・公正なマーケティング，事実に即した偏りのない情報，及び公正な契約慣
行  
消費者に分かりやすい形で製品・サービスに関する情報を伝えるプロセス
についての記述の有無。 
・消費者の安全衛生の保護 
消費者の身体，財産，環境に安全な製品・サービスを提供するためのプロ
セスについての記述の有無。 
・持続可能な消費 
自社製品・サービスが消費者の福祉，健康，環境等に及ぼす影響に関する
情報を伝えるプロセスについての記述の有無。  
・消費者に対するサービス，支援，ならびに苦情，紛争の解決  
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消費者に対するアフターサービス，相談窓口等に関する記述の有無。  
・消費者データ保護及びプライバシー  
個人データの収集，処理で消費者等のプライバシーが侵害されないように
するプロセスについての記述の有無。  
・必要不可欠なサービスへのアクセス  
消費者の生存権（健康で文化的な最低限の生活）への配慮に関する記述の
有無。 
・教育及び意識の向上 
消費者が自身の権利と責任を知ることができるようにするための教育と
意識向上に関する記述の有無。 
 
コミュニティ参画及び開発（課題数７）  
・コミュニティ参画 
問題の防止・解決やステイクホルダーとの協調関係強化を目的とする，市
民団体や市民社会のネットワーク参加に関する活動の記述の有無。  
・教育及び文化 
文化の保護・振興，教育の普及に関する活動の記述の有無。  
・雇用創出及び技能開発 
人権や労働慣行に配慮した雇用の創出，及び適切で生産的な職を得るため
の技能開発に関する活動の記述の有無。  
・技術開発及び最新技術の導入 
人的資源の開発，及び技術の普及が図れる専門知識，技能知識の導入に関
する記述の有無。 
・富及び所得の創出 
コミュニティに利益をもたらし，経済的・社会的福利を促進する活動につ
いての記述の有無。 
・健康 
コミュニティの公衆衛生への脅威を抑え，健康衛生に貢献するためのプロ
セスについての記述の有無。 
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・社会的投資 
コミュニティの社会的生活側面を改善するためのインフラその他のプロ
グラムに関する記述の有無。 
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巻末資料（３）  質問票調査票  
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